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第１編 総則 

変更後 
令和元年 12 月 13 日公開時からの変更部分は青字下線で表記 

令和元年 12 月 13 日公開時 
現行の作業規程の準則からの変更部分は赤文字で表記 

令和元年 12 月 13 日公開時からの変更する部分は、青字下線で表記 
コメント 

（精度管理） 

第１３条 作業機関は、測量の正確さを確保するため、適切な精度管理を行い、この結果に基づいて品質評価表

及び精度管理表を作成し、これを計画機関に提出しなければならない。 
２ 作業機関は、各工程別作業区分の作業終了後及び適宜作業の途中に、この準則に定める点検を行わなければ

ならない。 
３ 作業機関は、作業の終了後速やかに点検測量を行わなければならない。 

点検測量率は、次表を標準とする。 
 

測 量 種 別 率 
１ ・ ２ 級 基 準 点 測 量 
３ ・ ４ 級 基 準 点 測 量 
レ ベ ル 等 に よ る 水 準 測 量 
１～４級水準測量 
簡 易 水 準 測 量 

ＧＮＳＳ測量機による水準測量 
３ 級 水 準 測 量 

地 形 測 量 及 び 写 真 測 量 
航空レーザ測量 

三 次 元 点 群 測 量 
線 形 決 定 
中 心 線 測 量 
縦 断 測 量 
横 断 測 量 

10 % 

5 % 

 

5 % 

5 % 
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2 % 
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5 % 

5 % 

5 % 

5 % 
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（精度管理） 

第１３条 作業機関は、測量の正確さを確保するため、適切な精度管理を行い、この結果に基づいて品質評価表

及び精度管理表を作成し、これを計画機関に提出しなければならない。 

２ 作業機関は、各工程別作業区分の作業終了後及び適宜作業の途中に、この準則に定める精度に関する事項に

ついて、点検を行わなければならない。 

３ 作業機関は、作業の終了後速やかに点検測量を行わなければならない。 

点検測量率は、次表を標準とする。 

 

測 量 種 別 率 

１ ・ ２ 級 基 準 点 測 量 

３ ・ ４ 級 基 準 点 測 量 

レ ベ ル 等 に よ る 水 準 測 量 

１～４級水準測量 

簡 易 水 準 測 量 

ＧＮＳＳ測量機による水準測量 

３ 級 水 準 測 量 

地 形 測 量 及 び 写 真 測 量 

航空レーザ測量 

三 次 元 点 群 測 量 

線 形 決 定 

中 心 線 測 量 

縦 断 測 量 

横 断 測 量 

10 % 

5 % 

 

5 % 

5 % 

 

10 % 

2 % 

5 % 

5 % 

5 % 

5 % 

5 % 

5 % 
 

 
 
 
表現の変

更 
 

（機器の検定等） 

第１４条 作業機関は、計画機関が指定する機器については、付録１に基づく測定値の正当性を保証する検定を

行った機器を使用しなければならない。ただし、１年以内に検定を行った機器（標尺については３年以内）を

使用する場合は、この限りでない。 
 
 
 
２ 前項の検定は、測量機器の検定に関する技術及び機器等を有する第三者機関によるものとする。ただし、計

画機関が作業機関の機器の検査体制を確認し、妥当と認められた場合には、作業機関は、付録２による国内規

格の方式に基づき自ら検査を実施し、その結果を第三者機関による検定に代えることができる。 
３ 作業者は、観測に使用する主要な機器について、作業前及び作業中に適宜点検を行い、必要な調整をしな

ければならない。 

（機器の検定等） 

第１４条 作業機関は、計画機関が指定する機器については、付録１に基づく測定値の正当性を保証する検定を

行った機器を使用しなければならない。ただし、１年以内に検定を行った機器（標尺については３年以内）を

使用する場合は、この限りでない。なお、検定は、次のとおりとする。 

一 測量機器の検定に関する技術及び機器等を有する第三者機関によるものとする。 

二 計画機関が作業機関の機器の検査体制を確認し、妥当と認めた場合には、作業機関は、付録２による国内

規格の方式に基づき自ら検査を実施し、その結果を第三者機関による検定に代えることができる。 

 

 

 

２ 作業者は、観測に使用する主要な機器について、作業前及び作業中に適宜点検を行い、必要な調整をしなけ

ればならない。 

 

 
 
 
表現の変

更 
 

 



第２編 基準点測量 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

第１章 通 則 第１章 通 則  

第１節 要 旨 第１節 要 旨  

（要 旨） 

第１８条 本編は基準点測量の作業方法等を定めるものとする。 
２ 「基準点測量」とは、既知点に基づき、基準点の位置又は標高を定める作業をいう。 
３ 「基準点」とは、測量の基準とするために設置された測量標であって、位置に関する数値的な成果を有する

ものをいう。 
４ 「既知点」とは、既設の基準点（以下「既設点」という。）であって、基準点測量の実施に際してその成果

が与件として用いられるものをいう。 
５ 「改測点」とは、基準点測量により改測される既設点であって、既知点以外のものをいう。 
６ 「新点」とは、基準点測量により新設される基準点（以下「新設点」という。）及び改測点をいう。 
７ 「ＰＣＶ補正」とは、ＧＮＳＳアンテナの受信位置の変化量についてパラメータを用いて補正することをい

う。 

（要 旨） 

第１８条 本編は基準点測量の作業方法等を定めるものとする。 
２ 「基準点測量」とは、既知点に基づき、基準点の位置又は標高を定める作業をいう。 
３ 「基準点」とは、測量の基準とするために設置された測量標であって、位置に関する数値的な成果を有する

ものをいう。 
４ 「既知点」とは、既設の基準点（以下「既設点」という。）であって、基準点測量の実施に際してその成果

が与件として用いられるものをいう。 
５ 「改測点」とは、基準点測量により改測される既設点であって、既知点以外のものをいう。 
６ 「新点」とは、基準点測量により新設される基準点（以下「新設点」という。）及び改測点をいう。 
７ 「ＰＣＶ補正」とは、ＧＮＳＳアンテナの位相特性パラメータを用いて、ＧＮＳＳ観測の基線解析における

基線に対して補正を行うことをいう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変

更 
（基準点測量の区分） 

第１９条 基準点測量は、水準測量を除く狭義の基準点測量（以下「基準点測量」という。）及び水準測量に区

分するものとする。また、水準測量は、レベル等による水準測量及びＧＮＳＳ測量機による水準測量に区分す

るものとする。 
２ 基準点は、基準点測量によって設置される狭義の基準点（以下「基準点」という。）及び水準測量によって

設置される水準点に区分するものとする。 

（基準点測量の区分） 

第１９条 基準点測量は、水準測量を除く狭義の基準点測量（以下「基準点測量」という。）と水準測量とに区

分するものとする。また、水準測量は、レベル等による水準測量及びＧＮＳＳ測量機による水準測量に区分す

るものとする。 
２ 基準点は、基準点測量によって設置される狭義の基準点（以下「基準点」という。）と水準測量によって設

置される水準点とに区分するものとする。 

 
表現の変

更 
 
表現の変

更 
第６節 計 算 第６節 計 算  
（要 旨） 

第４０条 本章において「計算」とは、新点の水平位置及び標高を求めるため、次の各号により行うものとする。 
一 ＴＳ等による基準面上の距離の計算は、楕円体高を用いる。なお、楕円体高は、標高とジオイド高から求

めるものとする。 
二 ジオイド高は、次の方法により求めた値とする。 
イ 国土地理院が提供する最新のジオイド・モデル（以下「ジオイド・モデル」という。）から求める。 
ロ イのジオイド・モデルが構築されていない地域においては、ＧＮＳＳ観測及び水準測量等で求めた局所

ジオイド・モデルから求める。 
三 ３級基準点測量及び４級基準点測量は、基準面上の距離の計算は楕円体高に代えて標高を用いることがで

きる。この場合において経緯度計算を省略することができる。 

（要 旨） 

第４０条 本章において「計算」とは、新点の水平位置及び標高を求めるため、次の各号により行うものとする。 
一 ＴＳ等による基準面上の距離の計算は、楕円体高を用いる。なお、楕円体高は、標高とジオイド高から求

めるものとする。 
二 ジオイド高は、次の方法により求めた値とする。 
イ 国土地理院が提供する最新のジオイド・モデルから求める。 
ロ イのジオイド・モデルが構築されていない地域においては、ＧＮＳＳ観測及び水準測量等で求めた局所

ジオイド・モデルから求める。 
三 ３級基準点測量及び４級基準点測量は、基準面上の距離の計算は楕円体高に代えて標高を用いることがで

きる。この場合において経緯度計算を省略することができる。 

 
 
 
 
 
定義の追

加 
 



（計算の方法等） 

第４１条 計算は、付録６の計算式、又はこれと同精度若しくはこれを上回る精度を有することが確認できる場

合は、当該計算式を使用することができるものとする。 
２ 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 
 

項目 

表示 
直角座標 ※ 経緯度 標 高 ジオイド高 角 度 辺 長 

単 位 ｍ 秒 ｍ ｍ 秒 ｍ 

位 0.001 0.0001 0.001 0.001 １ 0.001 

備 考 ※ 平面直角座標系に規定する世界測地系に従う直角座標 

 
３ ＴＳ等で観測を行った標高の計算は、０．０１メートル位までとすることができる。 
４ ＧＮＳＳ観測における基線解析では、次の各号により実施することを標準とする。 
一 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 

 
項 目 

表 示 
基線ベクトル成分 

単 位 ｍ 

位 0.001 

 
二 ＧＮＳＳ衛星の軌道情報は、放送暦を標準とする。 
三 スタティック法及び短縮スタティック法による基線解析では、原則としてＰＣＶ補正を行うものとする。 
四 気象要素の補正は、基線解析ソフトウェアで採用している標準大気によるものとする。 
五 基線解析は、基線長が１０キロメートル以上の場合は２周波で行うものとし、基線長が１０キロメートル

未満の場合は１周波又は２周波で行うものとする。 
六 基線解析の固定点の緯度及び経度は、成果表の値（以下この章において「元期座標」という。）又は国土

地理院が提供する地殻変動補正パラメータを使用してセミ・ダイナミック補正を行った値（以下この章にお

いて「今期座標」という。）とする。なお、セミ・ダイナミック補正に使用する地殻変動補正パラメータは、

測量の実施時期に対応したものを使用するものとする。以後の基線解析は、固定点の緯度及び経度を用いて

求められた緯度及び経度を順次入力するものとする。 
七 基線解析の固定点の楕円体高は、成果表の標高とジオイド高から求めた値とし、元期座標又は今期座標と

する。ただし、固定点が電子基準点の場合は、成果表の楕円体高又は今期座標とする。以後の基線解析は、

固定点の楕円体高を用いて求められた楕円体高を順次入力するものとする。 
八 基線解析に使用するＧＮＳＳ測量機の高度角は、観測時に設定した受信高度角とする。 

（計算の方法等） 

第４１条 計算は、付録６の計算式、又はこれと同精度若しくはこれを上回る精度を有することが確認できる場

合は、当該計算式を使用することができるものとする。 
２ 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 
 

項目 

表示 
直角座標 ※ 経緯度 標 高 ジオイド高 角 度 辺 長 

単 位 ｍ 秒 ｍ ｍ 秒 ｍ 

位 0.001 0.0001 0.001 0.001 １ 0.001 

備 考 ※ 平面直角座標系に規定する世界測地系に従う直角座標 

 
３ ＴＳ等で観測を行った標高の計算は、０．０１メートル位までとすることができる。 
４ ＧＮＳＳ観測における基線解析では、次の各号により実施することを標準とする。 
一 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 

 
項 目 

表 示 
基線ベクトル成分 

単 位 ｍ 

位 0.001 

 
二 ＧＮＳＳ衛星の軌道情報は、放送暦を標準とする。 
三 スタティック法及び短縮スタティック法による基線解析では、原則としてＰＣＶ補正を行うものとする。 
四 気象要素の補正は、基線解析ソフトウェアで採用している標準大気によるものとする。 
五 基線解析は、基線長が１０キロメートル以上の場合は２周波で行うものとし、基線長が１０キロメートル

未満の場合は１周波又は２周波で行うものとする。 
六 基線解析の固定点の緯度及び経度は、成果表の値（以下「元期座標」という。）又は国土地理院が提供す

る地殻変動補正パラメータを使用してセミ・ダイナミック補正を行った値（以下「今期座標」という。）と

する。なお、セミ・ダイナミック補正に使用する地殻変動補正パラメータは、測量の実施時期に対応したも

のを使用するものとする。以後の基線解析は、固定点の緯度及び経度を用いて求められた緯度及び経度を順

次入力するものとする。 
七 基線解析の固定点の楕円体高は、成果表の標高とジオイド高から求めた値とし、元期座標又は今期座標と

する。ただし、固定点が電子基準点の場合は、成果表の楕円体高（元期座標）又は今期座標とする。以後の

基線解析は、固定点の楕円体高を用いて求められた楕円体高を順次入力するものとする。 
八 基線解析に使用するＧＮＳＳ測量機の高度角は、観測時に設定した受信高度角とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
適用範囲

の整合 
 
 
 
 
表現の整

合 
 



（平均計算） 

第４３条 平均計算は、次により行うものとする。 
２ 既知点１点を固定するＧＮＳＳ測量機による場合の仮定三次元網平均計算は、閉じた多角形を形成させ、次

の各号により行うものとする。ただし、電子基準点のみを既知点とする場合は除く。 
一 仮定三次元網平均計算において、使用する既知点の緯度及び経度は元期座標とし、楕円体高は成果表の標

高とジオイド高から求めた値とする。ただし、電子基準点の楕円体高は、成果表の楕円体高とする。 
二 仮定三次元網平均計算の重量（Ｐ）は、次のいずれかの分散・共分散行列の逆行列を用いるものとする。 
イ 基線解析により求められた分散・共分散の値 

ただし、全ての基線の解析手法、解析時間が同じ場合に限る。 
ロ 水平及び高さの分散の固定値 

ただし、分散の固定値は、ｄN ＝(0.004ｍ)2 ｄE ＝(0.004ｍ)2 ｄU ＝(0.007ｍ)2とする。 
三 仮定三次元網平均計算による許容範囲は、次のいずれかによるものとする。 
イ 基線ベクトルの各成分による許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

基線ベクトルの 

各 成 分 の 残 差 
20mm 20mm 20mm 20mm 

水平位置の閉合差 
Δs ＝100mm＋40mm√N 
Δs：既知点の成果値と仮定三次元網平均計算結果から求めた距離 
 Ｎ：既知点までの最少辺数（辺数が同じ場合は路線長の最短のもの） 

標 高 の 閉 合 差 250mm＋45mm√N を標準とする  Ｎ：辺数 
 

（平均計算） 

第４３条 平均計算は、次により行うものとする。 
２ 既知点１点を固定するＧＮＳＳ測量機による場合の仮定三次元網平均計算は、閉じた多角形を形成させ、次

の各号により行うものとする。ただし、電子基準点のみを既知点とする場合は除く。 
一 仮定三次元網平均計算において、使用する既知点の緯度及び経度は元期座標とし、楕円体高は成果表の標

高とジオイド高から求めた値とする。ただし、電子基準点の楕円体高は、成果表の楕円体高とする。 
二 仮定三次元網平均計算の重量（Ｐ）は、次のいずれかの分散・共分散行列の逆行列を用いるものとする。 
イ 基線解析により求められた分散・共分散の値 

ただし、全ての基線の解析手法、解析時間が同じ場合に限る。 
ロ 水平及び高さの分散の固定値 

ただし、分散の固定値は、ｄN ＝(0.004ｍ)2 ｄE ＝(0.004ｍ)2 ｄU ＝(0.007ｍ)2とする。 
三 仮定三次元網平均計算による許容範囲は、次のいずれかによるものとする。 
イ 基線ベクトルの各成分による許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

基線ベクトルの 

各 成 分 の 残 差 
20mm 20mm 20mm 20mm 

水平位置の閉合差 
Δs ＝100mm＋40mm√N 
Δs：既知点の成果値と仮定三次元網平均計算結果から求めた距離 
 Ｎ：既知点までの最少辺数（辺数が同じ場合は路線長の最短のもの） 

標 高 の 閉 合 差 250mm＋45mm√N を標準とする  Ｎ：辺数 
 

 



 
ロ 方位角、斜距離、楕円体比高による場合の許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

方 位 角 の 残 差 ５秒 10 秒 20 秒 80 秒 

斜 距 離 の 残 差 20mm＋４×10-6Ｄ  Ｄ：測定距離 

楕円体比高の残差 30mm＋４×10-6Ｄ  Ｄ：測定距離 

水平位置の閉合差 

Δs ＝100mm＋40mm√N 
Δs：既知点の成果値と仮定三次元網平均計算結果から求めた距離 

 Ｎ：既知点までの最少辺数（辺数が同じ場合は路線長の最短のもの） 

標 高 の 閉 合 差 250mm＋45mm√N を標準とする  Ｎ：辺数 

 
３ 既知点２点以上を固定する厳密水平網平均計算、厳密高低網平均計算、簡易水平網平均計算、簡易高低網平

均計算及び三次元網平均計算は、平均図に基づき行うものとし、平均計算は次の各号により行うものとする。 
一 ＴＳ等観測 
イ 厳密水平網平均計算の重量（Ｐ）には、次表の数値を用いるものとする。 

 
重 量 

区 分 
ｍＳ γ ｍｔ 

１級基準点測量 

10mm 5×10-6 

1.8″ 

２級基準点測量 3.5″ 

３級基準点測量 4.5″ 

４級基準点測量 13.5″ 

 
ロ 簡易水平網平均計算及び簡易高低網平均計算を行う場合、方向角については各路線の観測点数の逆数、

水平位置及び標高については、各路線の距離の総和（０.０１キロメートル位までとする。）の逆数を重量

（Ｐ）とする。 
ハ 厳密水平網平均計算及び厳密高低網平均計算による各項目の許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

一 方 向 の 残 差 12″ 15″ ――― ――― 

距 離 の 残 差 80mm 100mm ――― ――― 

水平角の単位重量当た

りの標準偏差 
10″ 12″ 15″ 20″ 

新点位置の標準偏差 100mm 100mm 100mm 100mm 

高 低 角 の 残 差 15″ 20″ ――― ――― 

高低角の単位重量当た

りの標準偏差 
12″ 15″ 20″ 30″ 

新点標高の標準偏差 200mm 200mm 200mm 200mm 
 

 
ロ 方位角、斜距離、楕円体比高による場合の許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

方 位 角 の 残 差 ５秒 10 秒 20 秒 80 秒 

斜 距 離 の 残 差 20mm＋４×10-6Ｄ  Ｄ：測定距離 

楕円体比高の残差 30mm＋４×10-6Ｄ  Ｄ：測定距離 

水平位置の閉合差 

Δs ＝100mm＋40mm√N 
Δs：既知点の成果値と仮定三次元網平均計算結果から求めた距離 

 Ｎ：既知点までの最少辺数（辺数が同じ場合は路線長の最短のもの） 

標 高 の 閉 合 差 250mm＋45mm√N を標準とする  Ｎ：辺数 

 
３ 既知点２点以上を固定する厳密水平網平均計算、厳密高低網平均計算、簡易水平網平均計算、簡易高低網平

均計算及び三次元網平均計算は、平均図に基づき行うものとし、平均計算は次の各号により行うものとする。 
一 ＴＳ等観測 
イ 厳密水平網平均計算の重量（Ｐ）には、次表の数値を用いるものとする。 

 
重 量 

区 分 
ｍＳ γ ｍｔ 

１級基準点測量 

10mm 5×10-6 

1.8″ 

２級基準点測量 3.5″ 

３級基準点測量 4.5″ 

４級基準点測量 13.5″ 

 
ロ 簡易水平網平均計算及び簡易高低網平均計算を行う場合、方向角については各路線の観測点数の逆数、

水平位置及び標高については、各路線の距離の総和（０.０１キロメートル位までとする。）の逆数を重量

（Ｐ）とする。 
ハ 厳密水平網平均計算及び厳密高低網平均計算による各項目の許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

一 方 向 の 残 差 12″ 15″ ――― ――― 

距 離 の 残 差 80mm 100mm ――― ――― 

水平角の単位重量当た

りの標準偏差 
10″ 12″ 15″ 20″ 

新点位置の標準偏差 100mm 100mm 100mm 100mm 

高 低 角 の 残 差 15″ 20″ ――― ――― 

高低角の単位重量当た

りの標準偏差 
12″ 15″ 20″ 30″ 

新点標高の標準偏差 200mm 200mm 200mm 200mm 
 

 



 
ニ 簡易水平網平均計算及び簡易高低網平均計算による各項目の許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
３級基準点測量 ４級基準点測量 

路 線 方 向 角 の 残 差 50″ 120″ 

路 線 座 標 差 の 残 差 300mm 300mm 

路 線 高 低 差 の 残 差 300mm 300mm 

 
二 ＧＮＳＳ観測 
イ 電子基準点のみを既知点とする場合以外の観測 
（１）三次元網平均計算において、使用する既知点の緯度及び経度は元期座標とし、楕円体高は成果表の

標高及びジオイド高から求めた値とする。ただし、電子基準点の楕円体高は、成果表の楕円体高とす

る。 
（２）新点の標高は、次のいずれかの方法により求めた値とする。 
（ⅰ）ジオイド・モデルにより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正する。 
 
（ⅱ）（ⅰ）のジオイド・モデルが構築されていない地域においては、ＧＮＳＳ観測及び水準測量等に

より、局所ジオイド・モデルを構築し、求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正する。 
（３）三次元網平均計算の重量（Ｐ）は、前項第二号の規定を準用する。 
（４）三次元網平均計算による各項目の許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

斜 距 離 の 残 差 80mm 100mm ――― ――― 

新点水平位置の標準偏差 100mm 100mm 100mm 100mm 

新 点標高の 標準偏差 200mm 200mm 200mm 200mm 

 
ロ 電子基準点のみを既知点とする場合の観測 
（１）三次元網平均計算において、使用する既知点の緯度、経度及び楕円体高は今期座標とする。 
（２）新点の緯度、経度及び楕円体高は、三次元網平均計算により求めた緯度、経度及び楕円体高にセミ・

ダイナミック補正を行った元期座標とする。 
（３）新点の標高決定は、イ（２）の規定を準用する。 
（４）三次元網平均計算の重量（Ｐ）は、前項第二号の規定を準用する。 
（５）三次元網平均計算による各項目の許容範囲は、イ（４）の規定を準用する。 

４ 平均計算に使用した概算値と平均計算結果値の座標差が１メートルを超えた観測点については、平均計算結

果の値を概算値として平均計算を繰り返す反復計算を行うものとする。 
５ 平均計算に使用するプログラムは、計算結果が正しいと確認されたものを使用するものとする。 
６ 平均計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 
 

 
ニ 簡易水平網平均計算及び簡易高低網平均計算による各項目の許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
３級基準点測量 ４級基準点測量 

路 線 方 向 角 の 残 差 50″ 120″ 

路 線 座 標 差 の 残 差 300mm 300mm 

路 線 高 低 差 の 残 差 300mm 300mm 

 
二 ＧＮＳＳ観測 
イ 電子基準点のみを既知点とする場合以外の観測 
（１）三次元網平均計算において、使用する既知点の緯度及び経度は元期座標とし、楕円体高は成果表の

標高及びジオイド高から求めた値とする。ただし、電子基準点の楕円体高は、成果表の楕円体高とす

る。 
（２）新点の標高は、次のいずれかの方法により求めた値とする。 
（ⅰ）国土地理院が提供する最新のジオイド・モデルにより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補

正する。 
（ⅱ）（ⅰ）のジオイド・モデルが構築されていない地域においては、ＧＮＳＳ観測及び水準測量等に

より、局所ジオイド・モデルを構築し、求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正する。 
（３）三次元網平均計算の重量（Ｐ）は、前項第二号の規定を準用する。 
（４）三次元網平均計算による各項目の許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

斜 距 離 の 残 差 80mm 100mm ――― ――― 

新点水平位置の標準偏差 100mm 100mm 100mm 100mm 

新 点標高の 標準偏差 200mm 200mm 200mm 200mm 

 
ロ 電子基準点のみを既知点とする場合の観測 
（１）三次元網平均計算において、使用する既知点の緯度、経度及び楕円体高は今期座標とする。 
（２）新点の緯度、経度及び楕円体高は、三次元網平均計算により求めた緯度、経度及び楕円体高にセミ・

ダイナミック補正を行った元期座標とする。 
（３）新点の標高決定は、イ（２）の規定を準用する。 
（４）三次元網平均計算の重量（P）は、前項第二号の規定を準用する。 
（５）三次元網平均計算による各項目の許容範囲は、イ（４）の規定を準用する。 

４ 平均計算に使用した概算値と平均計算結果値の座標差が１メートルを超えた観測点については、平均計算

結果の値を概算値として平均計算を繰り返す反復計算を行うものとする。 
５ 平均計算に使用するプログラムは、計算結果が正しいと確認されたものを使用するものとする。 
６ 平均計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の整

合 
 

第５節 観 測 第５節 観 測  



（観測の実施） 

第６４条 観測は、水準路線図に基づき、次に定めるところにより行うものとする。 
２ 直接水準測量 
一 観測は、標尺目盛及びレベルと後視又は前視標尺との距離（以下「視準距離」という。）を読定するもの

とする。 
イ 視準距離及び標尺目盛の読定単位は、次表を標準とする。なお、視準距離はメートル単位で読定するも

のとする。 
区分 

項目 
１級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 ４級水準測量 簡易水準測量 

視準距離 最大50ｍ 最大60ｍ 最大70ｍ 最大70ｍ 最大80ｍ 

読定単位 0.1mm １mm １mm １mm １mm 

 
ロ 観測は、１視準１読定とし、標尺の読定方法は、次表を標準とする。 

区 分 

 

 

 

項 目 

１ 級 水 準 測 量 ２ 級 水 準 測 量 
３～４級水準測量 

簡易水準測量 

気泡管レベル 

自動レベル 
電子レベル 

気泡管レベル 

自動レベル 
電子レベル 

気泡管レベル 

自動レベル 

電子レベル 

１ 後視小目盛 後 視 後視小目盛 後 視 後 視 

２ 前視小目盛 前 視 後視大目盛 後 視 前 視 

３ 前視大目盛 前 視 前視小目盛 前 視 ― 

４ 後視大目盛 後 視 前視大目盛 前 視 ― 

 
二 観測は、簡易水準測量を除き、往復観測とする。 
三 標尺は、２本１組とし、往路と復路との観測において標尺を交換するものとし、測点数は偶数とする。 
四 １級水準測量においては、観測の開始時、終了時及び固定点到着時ごとに、気温を１度単位で測定するも

のとする。 
五 視準距離は等しく、かつ、レベルはできる限り両標尺を結ぶ直線上に設置するものとする。 
六 往復観測を行う水準測量において、水準点間の測点数が多い場合は、適宜固定点を設け、往路及び復路の

観測に共通して使用するものとする。 
七 １級水準測量においては、標尺の下方２０センチメートル以下を読定しないものとする。 
八 １日の観測は、水準点で終わることを原則とする。なお、やむを得ず固定点で終わる場合は、観測の再開

時に固定点の異常の有無を点検できるような方法で行うものとする。 
３ 渡海（河）水準測量 
一 観測は、交互法、経緯儀法又は俯仰ねじ法のいずれかにより行うものとする。 
二 観測のセット数、読定単位等は、次表を標準とする。 
 

（観測の実施） 

第６４条 観測は、水準路線図に基づき、次に定めるところにより行うものとする。 
２ 直接水準測量 
一 観測は、標尺目盛及びレベルと後視又は前視標尺との距離（以下「視準距離」という。）を読定するもの

とする。 
イ 視準距離及び標尺目盛の読定単位は、次表を標準とする。なお、視準距離はメートル単位で読定するも

のとする。 
区分 

項目 
１級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 ４級水準測量 簡易水準測量 

視準距離 最大50ｍ 最大60ｍ 最大70ｍ 最大70ｍ 最大80ｍ 

読定単位 0.1mm １mm １mm １mm １mm 

 
ロ 観測は、１視準１読定とし、標尺の読定方法は、次表を標準とする。 

区 分 

 

 

 

項 目 

１ 級 水 準 測 量 ２ 級 水 準 測 量 
３～４級水準測量 

簡易水準測量 

気泡管レベル 

自動レベル 
電子レベル 

気泡管レベル 

自動レベル 
電子レベル 

気泡管レベル 

自動レベル 

電子レベル 

１ 後視小目盛 後 視 後視小目盛 後 視 後 視 

２ 前視小目盛 前 視 後視大目盛 後 視 前 視 

３ 前視大目盛 前 視 前視小目盛 前 視 ― 

４ 後視大目盛 後 視 前視大目盛 前 視 ― 

 
二 観測は、簡易水準測量を除き、往復観測とする。 
三 標尺は、２本１組とし、往路と復路との観測において標尺を交換するものとし、測点数は偶数とする。 
四 １級水準測量においては、観測の開始時、終了時及び固定点到着時ごとに、気温を１度単位で測定するも

のとする。 
五 視準距離は等しく、かつ、レベルはできる限り両標尺を結ぶ直線上に設置するものとする。 
六 往復観測を行う水準測量において、水準点間の測点数が多い場合は、適宜固定点を設け、往路及び復路の

観測に共通して使用するものとする。 
七 １級水準測量においては、標尺の下方２０センチメートル以下を読定しないものとする。 
八 １日の観測は、水準点で終わることを原則とする。なお、やむを得ず固定点で終わる場合は、観測の再開

時に固定点の異常の有無を点検できるような方法で行うものとする。 
３ 渡海（河）水準測量 
一 観測は、交互法、経緯儀法又は俯仰ねじ法のいずれかにより行うものとする。 
二 観測のセット数、読定単位等は、次表を標準とする。 

 



 
測量方法 

項 目 
交 互 法 経緯儀法 俯仰ねじ法 

観 測 距 離（Ｓ） 300ｍ（450ｍ）まで １km まで ２km まで 

使 用 機 器 の 性 能 

１級レベル 

 

１級標尺 

１級トータルステーション 

１級セオドライト 

１級レベル、１級標尺 

（２級レベル） 

俯仰ねじを有する 

１級レベル 

１級標尺 

使 用 機 器 の 数 量 １式 ２式 

観 測 条 件 ――― 両岸で同時観測 

目 標 板 白 線 の 太 さ 40mm×Ｓ ――― 40mm×Ｓ 

観 測 時 間 帯 観測地点の南中時前３時間、後４時間の間に行う 

セ ッ ト 数 （ ｎ ） 60×Ｓ 80×Ｓ 

観 測 日 数 ｎ／25 ｎ／40 

目標（標

尺） 

の読定単位 

自 岸 0.1mm（１mm） １秒 0.1mm（１mm） 

対 岸 １mm 
１秒 

距離１mm 

俯仰ねじ目盛の 

1/10 

計 算 

単 位 

自岸器械高 ――― 0.1mm（１mm） ――― 

対岸目標高 ――― 0.1mm（１mm） 0.1mm（１mm） 

高度定数の較差の 

許 容 範 囲 
――― 

５秒 

（７秒） 
――― 

距 離 の 測 定 ――― 
第３７条及び第３８条を準

用する 
――― 

観 測 方 法 

自岸標尺１回、対岸標
尺５回、自岸標尺１回
の順にそれぞれ１視
準１読定行い、これを
１セットとする。 
１日の全観測セット
の1/2を経過した時点
で、レベルと標尺を対
岸に移し替えて同様
の観測を行う。 

対岸の観測は鉛直角観測に
より行い望遠鏡右及び左の
位置で１視準１読定を１対
回とする２対回の観測を行
う。これを１セットとする。 
自岸の観測は対岸観測（１セ
ット）の前後に渡海水準点に
立てた標尺の任意２か所の
目盛を視準し、鉛直角観測を
行う。 
これを両岸において、同時に
行う観測を１セットとする。 
１日のセット数は 20～60 セ
ットを標準とする。 
全セット数のほぼ中間で両
岸の器械、標尺を入れ替え同
様の観測を行う。 

自岸の標尺目盛を１視準
１読定した後に、対岸目
標板下段位置、レベルの
水平位置、対岸目標板上
段位置の３か所の俯仰ね
じ目盛を読み取り、再び、
対岸目標板上段、レベル
の水平位置、対岸目標板
下段位置の観測を行う。
これを両岸において、同
時に行う観測を１セット
とする。 
１日のセット数は20～60
セットを標準とする。 
全セットのほぼ中間で両
岸の器械、標尺を入れ替
え同様の観測を行う。 

備 考 

１．Ｓは、観測距離（km 単位）、観測日数欄の数字は１日当たりの標準セット

数とする。 

２．観測セット数及び日数の算定において、観測距離（km 単位）を小数点以下

１位まで求め、乗算後の端数は切り上げて整数とする。 

３．偶数セットの観測を行い、観測日数が１日に満たない場合は、１日に切り上

げる。 

４．表中の（ ）内は２～４級水準測量に適用する。 

 
４ 新設点の観測は、永久標識の設置後２４時間以上経過してから行うものとする。 

 
測量方法 

項 目 
交 互 法 経緯儀法 俯仰ねじ法 

観 測 距 離（Ｓ） 300ｍ（450ｍ）まで １km まで ２km まで 

使 用 機 器 の 性 能 

１級レベル 

 

１級標尺 

１級トータルステーション 

１級セオドライト 

１級レベル、１級標尺 

（２級レベル） 

俯仰ねじを有する 

１級レベル 

１級標尺 

使 用 機 器 の 数 量 １式 ２式 

観 測 条 件 ――― 両岸で同時観測 

目 標 板 白 線 の 太 さ 40mm×Ｓ ――― 40mm×Ｓ 

観 測 時 間 帯 観測地点の南中時前３時間、後４時間の間に行う 

セ ッ ト 数 （ ｎ ） 60×Ｓ 80×Ｓ 

観 測 日 数 ｎ／25 ｎ／40 

目標（標

尺） 

の読定単位 

自 岸 0.1mm（１mm） １秒 0.1mm（１mm） 

対 岸 １mm 
１秒 

距離１mm 

俯仰ねじ目盛の 

1/10 

計 算 

単 位 

自岸器械高 ――― 0.1mm（１mm） ――― 

対岸目標高 ――― 0.1mm（１mm） 0.1mm（１mm） 

高度定数の較差の 

許 容 範 囲 
――― 

５秒 

（７秒） 
――― 

距 離 の 測 定 ――― 
第３７条及び第３８条を準

用する 
――― 

観 測 方 法 

自岸標尺１回、対岸標
尺５回、自岸標尺１回
の順にそれぞれ１視
準１読定行い、これを
１セットとする。 
１日の全観測セット
の1/2を経過した時点
で、レベルと標尺を対
岸に移し替えて同様
の観測を行う。 

対岸の観測は鉛直角観測に
より行い望遠鏡右及び左の
位置で１視準１読定を１対
回とする２対回の観測を行
う。これを１セットとする。 
自岸の観測は対岸観測（１セ
ット）の前後に渡海水準点に
立てた標尺の任意２か所の
目盛を視準し、鉛直角観測を
行う。 
これを両岸において、同時に
行う観測を１セットとする。 
１日のセット数は 20～60 セ
ットを標準とする。 
全セット数のほぼ中間で両
岸の器械、標尺を入れ替え同
様の観測を行う。 

自岸の標尺目盛を１視準
１読定した後に、対岸目
標板下段位置、レベルの
水平位置、対岸目標板上
段位置の３か所の俯仰ね
じ目盛を読み取り、再び、
対岸目標板上段、レベル
の水平位置、対岸目標板
下段位置の観測を行う。
これを両岸において、同
時に行う観測を１セット
とする。 
１日のセット数は20～60
セットを標準とする。 
全セットのほぼ中間で両
岸の器械、標尺を入れ替
え同様の観測を行う。 

備 考 

１．Ｓは、観測距離（km 単位）、観測日数欄の数字は１日あたりの標準セット

数とする。 

２．観測セット数及び日数の算定において、観測距離（km 単位）を小数点以下

１位まで求め、乗算後の端数は切り上げて整数とする。 

３．偶数セットの観測を行い、観測日数が１日に満たない場合は、１日に切り上

げる。 

４．表中の（ ）内は２～４級水準測量に適用する。 

 
４ 新設点の観測は、永久標識の設置後２４時間以上経過してから行うものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変

更 

第４章 ＧＮＳＳ測量機による水準測量 第４章 ＧＮＳＳ測量機による水準測量  

第１節 要 旨 第１節 要 旨  



（要 旨） 

第７４条 「ＧＮＳＳ測量機による水準測量」とは、既知点に基づき、ＧＮＳＳ測量機を用いて、新設する水準

点の標高を定める作業をいう。 

２ ＧＮＳＳ測量機による水準測量は、本章で規定する既知点の種類、既知点間の路線長、観測の精度等により

３級水準測量とし、設置される水準点の区分は第４７条第３項に準ずるものとする。 

３ ＧＮＳＳ測量機による水準測量の適用範囲は、ジオイド・モデルの提供地域とする。 

（要 旨） 

第７４条 「ＧＮＳＳ測量機による水準測量」とは、既知点に基づき、ＧＮＳＳ測量機を用いて、新設する水準

点の標高を定める作業をいう。 

２ ＧＮＳＳ測量機による水準測量は、本章で規定する既知点の種類、既知点間の路線長、観測の精度等により

３級水準測量とし、設置される水準点の区分は第４７条第３項に準ずる。 

３ ＧＮＳＳ測量機による水準測量の適用範囲は、国土地理院が提供するジオイド・モデルの提供地域とする。 

 
 
 
表現の整

合 
用語の整

合 

第４節 測量標の設置 第４節 測量標の設置  
（永久標識の設置） 

第８５条 新設点の位置には、原則として、永久標識を設置し、測量標設置位置通知書を作成するものとする。 

２ 永久標識の規格及び設置方法は、付録５によるものとする。 

３ 設置した永久標識については、写真等により記録するものとする。 

４ 永久標識には、必要に応じ固有番号等を記録したＩＣタグを取り付けることができる。 

５ 永久標識を設置した水準点については、第９６条に規定する三次元網平均計算で求めた座標を成果数値デー

タファイルに記載するものとする。 

一 記載は、０．１メートル位まで記入するものとする。 

二 偏心点を設けた場合の本点の座標は、第５９条に規定する測定方法により求めるものとする。 

（永久標識の設置） 

第８５条 新設点の位置には、原則として、永久標識を設置し、測量標設置位置通知書を作成するものとする。 

２ 永久標識の規格及び設置方法は、付録５によるものとする。 

３ 設置した永久標識については、写真等により記録するものとする。 

４ 永久標識には、必要に応じ固有番号等を記録したＩＣタグを取り付けることができる。 

５ 永久標識を設置した水準点については、第９６条に規定する三次元網平均計算で求めた座標を成果数値デ

ータファイルに記載するものとする。 

一 記載は、０．１メートル位まで記入するものとする。 

二 偏心点を設けた場合の本点の座標は、第３９条に規定する測定方法により求めるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
準用規定

を整理 

第５節 観 測 第５節 観 測  
（機 器） 

第８８条 観測に使用する機器は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上のものを標準とする。 

 
 

機 器 性 能 摘 要 

１級ＧＮＳＳ測量機 

別表１による 

――― 

２級ＧＮＳＳ測量機 観測距離が 10km 未満の場合に使用できる。 

３ 級 レ ベ ル 
偏心要素の測定 

２ 級 標 尺 

鋼 巻 尺 J I S １ 級 ――― 

（機 器） 

第８８条 観測に使用する機器は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上のものを標準とする。 

 
 

機 器 性 能 摘 要 

１級ＧＮＳＳ測量機 

別表１による 

 

２級ＧＮＳＳ測量機 観測距離が 10km 未満の場合に使用できる。 

３ 級 レ ベ ル 
偏心要素の測定 

２ 級 標 尺 

鋼 巻 尺 
J I S １ 級 

（JIS B 7512） 

ここでの鋼巻尺は、アンテナ高の測定に用いるコンベック

スルールを示す。第１４条に規定する機器の検定は不要と

する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２編と

整合 



（ＧＮＳＳ観測の実施） 

第９０条 ＧＮＳＳ観測に当たり、計画機関の承認を得た平均図に基づき、観測図を作成するものとする。 

２ ＧＮＳＳ観測は、平均図等に基づき、第３７条第２項第二号リ（１）に規定するスタティック法により行う。 

一 ＧＮＳＳ観測の方法は、次表を標準とする。 

 

 
二 アンテナ高（電子基準点を除く。）の測定は、次のとおりとする。 

イ 鋼巻尺で標識上面からＧＮＳＳアンテナ底面までの距離を垂直に測定することを標準とする。 

ロ 測定は、観測前と観測後に各２回行うものとする。 

ハ 測定の許容範囲は、次のとおりとする。 

（１）観測前と観測後の２回測定の較差は３ミリメートル以内とする。 

（２）観測前の平均値と観測後の平均値の較差は３ミリメートル以内とする。 

ニ アンテナ高は、観測前後４回の測定値の平均値とする。 

三 作業地域の気象条件等が次のようなときは、原則としてＧＮＳＳ観測を行わないものとする。 

イ 台風又は熱帯低気圧が接近又は通過しているとき。 

ロ 寒冷前線・温暖前線等が接近又は通過しているとき。 

ハ 積乱雲の急速な発達や集中豪雨が予測されるとき。 

ニ その他、大気遅延の影響を大きく受けると予測されるとき。 

区 分 
項 目 

条 件 等 
３級水準測量 

観 測 時 間  ５時間以上 
デ ー タ 取 得 間 隔 30 秒 以 下  
最 低 高 度 角 15 度を標準  
アンテナ高測定単位 mm 

使用衛星数 
ＧＰＳ・準天頂衛星 ５衛星以上 
ＧＰＳ・準天頂衛星 
及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星  ６衛星以上 

摘 要 

１．ＧＮＳＳ衛星の稼働状態、飛来情報等を考慮し、

片寄った配置の使用は避けるものとする。 
２．ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、Ｇ

ＰＳ衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２

衛星以上を用いること。 
３．電子基準点を使用する場合は、事前に稼働状況を

確認するものとする。 
４．観測距離が 10km 以上の観測は、１級ＧＮＳＳ測

量機により２周波で行う。10km 未満の観測は２級

以上の性能を有するＧＮＳＳ測量機により行う。

ただし、１級ＧＮＳＳ測量機による場合は２周波

で行うものとする。 

（ＧＮＳＳ観測の実施） 

第９０条 ＧＮＳＳ観測にあたり、計画機関の承認を得た平均図に基づき、観測図を作成するものとする。 

２ ＧＮＳＳ観測は、平均図等に基づき、第３７条第２項第二号リ（１）に規定するスタティック法により行う。 

一 ＧＮＳＳ観測は、次表を標準とする。 

 

 
二 アンテナ高（電子基準点を除く。）の測定は、次のとおりとする。 

イ 鋼巻尺で標識上面からＧＮＳＳアンテナ底面までの距離を垂直に測定することを標準とする。 

ロ 測定は、観測前と観測後に各２回行うものとする。 

ハ 測定の許容範囲は、次のとおりとする。 

（１）観測前と観測後の２回測定の較差は３ミリメートル以内とする。 

（２）観測前の平均値と観測後の平均値の較差は３ミリメートル以内とする。 

ニ アンテナ高は、観測前後４回の測定値の平均値とする。 

三 作業地域の気象条件等が次のようなときは、原則としてＧＮＳＳ観測を行わないものとする。 

イ 台風又は熱帯低気圧が接近又は通過しているとき。 

ロ 寒冷前線・温暖前線等が接近又は通過しているとき。 

ハ 積乱雲の急速な発達や集中豪雨が予測されるとき。 

ニ その他、大気遅延の影響を大きく受けると予測されるとき。 

区 分 
項 目 

条 件 等 
３級水準測量 

観 測 時 間  ５時間以上 
デ ー タ 取 得 間 隔  30 秒 以 下  
最 低 高 度 角 15 度を標準  
アンテナ高測定単位 mm 

使用衛星数 
ＧＰＳ・準天頂衛星 ５衛星以上 
ＧＰＳ・準天頂衛星 
及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星  ６衛星以上 

摘 要 

１．ＧＮＳＳ衛星の稼働状態、飛来情報等を考慮し、

片寄った配置の使用は避けるものとする。 
２．ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、Ｇ

ＰＳ衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２

衛星以上を用いること。 
３．電子基準点を使用する場合は、事前に稼働状況を

確認するものとする。 
４．観測距離が 10km 以上の観測は、１級ＧＮＳＳ測

量機により２周波で行う。10km 未満の観測は２級

以上の性能を有するＧＮＳＳ測量機により行う。

ただし、１級ＧＮＳＳ測量機による場合は２周波

で行うものとする。 

 
表現の変

更 
表現の整

合 
 



（偏心要素の測定） 

第９２条 偏心点を設けた場合は、偏心要素である本点と偏心点間の高低差を測定するものとする。 

２ 偏心要素の測定は、次表を標準とし、許容範囲を超えた場合は再測するものとする。 

 

偏心距離 ３級水準測量 
機器及び測定方法 測定単位 点検項目及び許容範囲 

100ｍ未満 

レベル等による水準測量のうち

３級水準測量に準じて測定する。

ただし、後視及び前視に同一標尺

を用いて観測する場合は、往路及

び復路の測点数を１点とするこ

とができる。 

mm 
往復の較差 

３mm 

100ｍ以上 
250ｍ未満 

レベル等による水準測量のうち

３級水準測量に準じて測定する。 mm 
往復の較差 

５mm 

250ｍ以上 
500ｍ未満 

レベル等による水準測量のうち

３級水準測量に準じて測定する。 mm 

往復の較差 
10mm√S 

Ｓ:測定距離（片道、km 単位） 
 
３ 既知点及び新点に偏心点を設けた場合の計算は、次のとおり行うものとする。 

一 偏心点（既知点）の緯度、経度及び標高は次の方式により求めるものとする。 

イ 標高は、本点（既知点）の標高に偏心要素を加えるものとする。 

ロ 緯度及び経度は、偏心点（既知点）から最も近い電子基準点との基線解析により求めるものとする。 

二 偏心点（既知点）の楕円体高は、当該偏心点の標高に、前号ロにより求めた緯度及び経度によるジオイド・

モデルより求めたジオイド高を加えるものとする。 

三 本点（新点）の標高は、第９６条の三次元網平均計算で求めた偏心点（新点）の標高に偏心要素を加える

ものとする。 

（偏心要素の測定） 

第９２条 偏心点を設けた場合は、偏心要素である本点と偏心点間の高低差を測定するものとする。 

２ 偏心要素の測定は、次表を標準とし、許容範囲を超えた場合は再測するものとする。 

 

偏心距離 ３級水準測量 
機器及び測定方法 測定単位 点検項目及び許容範囲 

100ｍ未満 

レベル等による水準測量のうち

３級水準測量に準じて測定する。

ただし、後視及び前視に同一標尺

を用いて観測する場合は、往路及

び復路の測点数を１点とするこ

とができる。 

mm 
往復の較差 

３mm 

100ｍ以上 
250ｍ未満 

レベル等による水準測量のうち

３級水準測量に準じて測定する。 mm 
往復の較差 

５mm 

250ｍ以上 
500ｍ未満 

レベル等による水準測量のうち

３級水準測量に準じて測定する。 mm 

往復の較差 
10mm√S 

Ｓ:測定距離（片道、km 単位） 
 
３ 既知点及び新点に偏心点を設けた場合の計算は、次のとおり行うものとする。 

一 偏心点（既知点）の緯度、経度及び標高は次の方式により求めるものとする。 

イ 標高は、本点（既知点）の標高に偏心要素を加えるものとする。 

ロ 緯度及び経度は、偏心点（既知点）から最も近い電子基準点との基線解析により求めるものとする。 

二 偏心点（既知点）の楕円体高は、当該偏心点の標高に、前号ロにより求めた緯度及び経度による国土地理

院が提供する最新のジオイド・モデルより求めたジオイド高を加えるものとする。 

三 本点（新点）の標高は、第９６条の三次元網平均計算で求めた偏心点（新点）の標高に偏心要素を加える

ものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の整

合 
 

第６節 計 算 第６節 計 算  
（計算の方法等） 

第９４条 計算は、付録６の計算式又はこれと同精度若しくはこれを上回る精度を有することが確認できる場合

は、当該計算式を使用することができるものとする。 

２ 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 

 
項目 

表示 標 高 ジオイド高 楕 円 体 高  経 緯 度 

単 位 ｍ ｍ ｍ 秒 

位 0.001 0.001 0.001 0.0001 
 

（計算の方法等） 

第９４条 計算は、付録６の計算式又はこれと同精度若しくはこれを上回る精度を有することが確認できる場

合は、当該計算式を使用することができるものとする。 

２ 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 

 
区分 

項目 標 高 ジオイド高 楕 円 体 高  経 緯 度 

単 位 ｍ ｍ ｍ 秒 

位 0.001 0.001 0.001 0.0001 
 

 
 
 
 
 
表現の整

合 
 



３ ＧＮＳＳ観測における基線解析は、次の各号により実施することを標準とする。 

一 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 

 
項 目 基線ベクトル成分 
単 位 ｍ 

位 0.001 

 
二 ＧＮＳＳ衛星の軌道情報は、放送暦を標準とする。 

三 基線解析では、原則としてＰＣＶ補正を行うものとする。 

四 気象要素の補正は、基線解析ソフトウェアで採用している標準大気によるものとする。 

五 基線解析は、基線長が１０キロメートル以上の場合は２周波で行うものとし、基線長が１０キロメートル

未満の場合は１周波又は２周波で行うものとする。 

六 基線解析の固定点の緯度、経度及び楕円体高は、次の方法により求めた値とする。 

イ 固定点に電子基準点を使用する場合 

（１）緯度及び経度は、当該電子基準点の成果表の値を使用する。 

（２）楕円体高は、電子基準点の成果表の標高に、ジオイド・モデルより求めたジオイド高を加えた値を

使用する。 

ロ 固定点に電子基準点以外の既知点を使用する場合 

（１）緯度及び経度は、既知点から最も近い電子基準点の成果表の値を用いて、当該電子基準点との基線

解析により求められた値を使用する。 

（２）楕円体高は、既知点の成果表の標高に、（１）より得られた緯度及び経度を用いて、ジオイド・モ

デルより求めたジオイド高を加えた値を使用する。 

七 基線解析に使用するＧＮＳＳ測量機の高度角は、観測時に設定した受信高度角とする。 

八 基線解析に使用するＧＮＳＳ観測データは５時間以上とし、データ取得間隔は３０秒以下とする。 

３ ＧＮＳＳ観測における基線解析は、次の各号により実施することを標準とする。 

一 計算結果の表示単位等は、次表のとおりとする。 

 
項 目 基線ベクトル成分 
単 位 ｍ 

位 0.001 

 
二 ＧＮＳＳ衛星の軌道情報は、放送暦を標準とする。 

三 基線解析では、原則としてＰＣＶ補正を行うものとする。 

四 気象要素の補正は、基線解析ソフトウェアで採用している標準大気によるものとする。 

五 基線解析は、基線長が１０キロメートル以上の場合は２周波で行うものとし、基線長が１０キロメートル

未満の場合は１周波又は２周波で行うものとする。 

六 基線解析の固定点の緯度、経度及び楕円体高は、次の方法により求めた値とする。 

イ 固定点に電子基準点を使用する場合 

（１）緯度及び経度は、当該電子基準点の成果表の値を使用する。 

（２）楕円体高は、電子基準点の成果表の標高に、国土地理院が提供する最新のジオイド・モデルより求

めたジオイド高を加えた値を使用する。 

ロ 固定点に電子基準点以外の既知点を使用する場合 

（１）緯度及び経度は、既知点から最も近い電子基準点の成果表の値を用いて、当該電子基準点との基線

解析により求められた値を使用する。 

（２）楕円体高は、既知点の成果表の標高に、（１）より得られた緯度及び経度を用いて、国土地理院が

提供する最新のジオイド・モデルより求めたジオイド高を加えた値を使用する。 

七 基線解析に使用するＧＮＳＳ測量機の高度角は、観測時に設定した受信高度角とする。 

八 基線解析に使用するＧＮＳＳ観測データは５時間以上とし、データ取得間隔は３０秒以下とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の整

合 
 
 
 
 
表現の整

合 
 

（点検計算及び再測） 

第９５条 点検計算は、観測終了後、次により行うものとする。点検計算の結果、許容範囲を超えた場合は、再

測を行う等適切な措置を講ずるものとする。 

２ 観測値の点検は、次の各号により行うものとする。 

一 観測データの点検は、前半の２時間３０分以上及び後半の２時間３０分以上に分けて基線解析を行い、基

線ベクトルの較差を比較するものとする。ただし、観測楕円体比高が７００メートルを超える基線について

は、次項の点検観測を行い観測値の点検を行うものとする。 

二 楕円体高の閉合差の点検は、次のイ又はロのいずれかの方法により行うものとする。 

イ 既知点間を結合する路線で、次の条件により点検する方法 

（１）全ての既知点は、１つ以上の点検路線で結合させるものとする。 

（２）結合計算に用いる楕円体比高は、５時間以上のデータを使用した基線解析による値を使用する。 

（３）既知点の楕円体高は、前条第３項第六号に規定するものを使用する。 

（４）楕円体高の閉合差は、（２）の楕円体比高と（３）により得られた楕円体比高の差とする。 

ロ 既知点１点を固定する仮定三次元網平均計算結果から求めた楕円体高により点検する方法 

（１）既知点の緯度、経度及び楕円体高は、前条第３項第六号に規定するものを使用する。 

（２）基線ベクトルは、５時間以上のデータを使用した基線解析による値を使用する。 

（３）重量（Ｐ）は、基線解析により求められた分散・共分散行列の逆行列を用いるものとする。ただし、

全ての基線の解析手法、解析時間が同じでない場合は、水平及び高さの分散の固定値を用いるものと

する。なお、分散の固定値は、ｄN ＝(0.004ｍ)2 ｄE ＝(0.004ｍ)2 ｄU ＝(0.007ｍ)2とする。 

３ 観測楕円体比高が７００メートルを超えたときの点検観測については、次の各号により行うものとする。 

一 観測時間は５時間以上とし、基線解析は、前条第３項に基づき行うものとする。 

二 前号による基線ベクトルと採用する基線ベクトルの較差を比較するものとする。 

（点検計算及び再測） 

第９５条 点検計算は、観測終了後、次により行うものとする。点検計算の結果、許容範囲を超えた場合は、再

測を行う等適切な措置を講ずるものとする。 

２ 観測値の点検は、次の各号により行うものとする。 

一 観測データの点検は、前半の２時間３０分以上及び後半の２時間３０分以上に分けて基線解析を行い、基

線ベクトルの較差を比較するものとする。ただし、観測楕円体比高が７００メートルを超える基線について

は、次項の点検観測を行い観測値の点検を行うものとする。 

二 楕円体高の閉合差の点検は、次のイ又はロのいずれかの方法により行うものとする。 

イ 既知点間を結合する路線で、次の条件により点検する方法 

（１）全ての既知点は、１つ以上の点検路線で結合させるものとする。 

（２）結合計算に用いる楕円体比高は、５時間以上のデータを使用した基線解析による値を使用する。 

（３）既知点の楕円体高は、第９４条第３項第六号に規定するものを使用する。 

（４）楕円体高の閉合差は、（２）の楕円体比高と（３）により得られた楕円体比高の差とする。 

ロ 既知点１点を固定する仮定三次元網平均計算結果から求めた楕円体高により点検する方法 

（１）既知点の緯度、経度及び楕円体高は、第９４条第３項第六号に規定するものを使用する。 

（２）基線ベクトルは、５時間以上のデータを使用した基線解析による値を使用する。 

（３）重量（Ｐ）は、基線解析により求められた分散・共分散行列の逆行列を用いるものとする。ただし、

全ての基線の解析手法、解析時間が同じでない場合は、水平及び高さの分散の固定値を用いるものと

する。なお、分散の固定値は、ｄN ＝(0.004ｍ)2 ｄE ＝(0.004ｍ)2 ｄU ＝(0.007ｍ)2とする。 

３ 観測楕円体比高が７００メートルを超えたときの点検観測については、次の各号により行うものとする。 

一 観測時間は５時間以上とし、基線解析は、前条第３項に基づき行うものとする。 

二 前号による基線ベクトルと採用する基線ベクトルの較差を比較するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変

更 
表現の変

更 
 



４ 点検計算における許容範囲は、次表のとおりとする。 

 
区 分 

項 目 
許容範囲 

備 考 
３級水準測量 

基線ベクトルの 
較 差 

水平（ΔN、ΔE ）  20mm 
ΔN：水平面の南北成分の較差 
ΔE：水平面の東西成分の較差 
ΔU：高さ成分の較差 
（前項第二号にも適用） 高さ（ΔU ） 40mm 

既知点間の楕円体高の閉合差 15mm√S Ｓ：路線長（km 単位） 
仮定三次元網平均計算における 
楕 円 体 高 の 閉 合 差 15mm√S Ｓ：路線長（km 単位） 

仮定三次元網平均計算における 
基線ベクトルの各成分の残差 20mm 

 

 
５ 点検計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

４ 点検計算における許容範囲は、次表のとおりとする。 

 
区 分 

項 目 
許容範囲 

備 考 
３級水準測量 

基線ベクトルの 
較 差 

水平（ΔN、ΔE ）  20mm 
ΔN：水平面の南北成分の較差 
ΔE：水平面の東西成分の較差 
ΔU：高さ成分の較差 
（前項第二号にも適用） 高さ（ΔU ） 40mm 

既知点間の楕円体高の閉合差 15mm√S Ｓ：路線長（km 単位） 
仮定三次元網平均計算における 
楕 円 体 高 の 閉 合 差 15mm√S Ｓ：路線長（km 単位） 

仮定三次元網平均計算における 
基線ベクトルの各成分の残差 20mm 

 

 
５ 点検計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

（三次元網平均計算） 

第９６条 既知点２点以上を固定する三次元網平均計算は、平均図に基づき行うものとし、次のとおりとする。 

一 既知点の緯度、経度及び楕円体高は、前条第２項第二号ロ（１）の規定を準用する。 

二 基線ベクトルは、前条第２項第二号ロ（２）の規定を準用する。 

三 重量（P）は、前条第２項第二号ロ（３）の規定を準用する。 

四 新点の標高は、ジオイド・モデルにより求めたジオイド高を用いて、三次元網平均計算より求めた楕円体

高を補正する。 

五 第９４条第３項第六号ロの規定により基線解析を行った場合の三次元網平均計算は、次のとおり行うこと

ができるものとする。 

イ 電子基準点以外の既知点（水準点）は、楕円体高のみを固定する。 

ロ 既知点（水準点）から最も近い電子基準点は、緯度及び経度のみを固定する。 

六 三次元網平均計算による許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
許容範囲 

３級水準測量 
斜距離の残差 80mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 三次元網平均計算に使用するプログラムは、計算結果が正しいものと確認されたものを使用するものとす

る。 

３ 三次元網平均計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

（三次元網平均計算） 

第９６条 既知点２点以上を固定する三次元網平均計算は、平均図に基づき行うものとし、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 既知点の緯度、経度及び楕円体高は、第９５条第２項第二号ロ（１）の規定を準用する。 

３ 基線ベクトルは、第９５条第２項第二号ロ（２）の規定を準用する。 

４ 重量（P）は、第９５条第２項第二号ロ（３）の規定を準用する。 

５ 新点の標高は、国土地理院が提供する最新のジオイド・モデルにより求めたジオイド高を用いて、三次元網

平均計算より求めた楕円体高を補正する。 

６ 第９４条第３項第六号ロの規定により基線解析を行った場合の三次元網平均計算は、次の各号のとおり行

うことができるものとする。 

一 電子基準点以外の既知点（水準点）は、楕円体高のみを固定する。 

二 既知点（水準点）から最も近い電子基準点は、緯度及び経度のみを固定する。 

７ 三次元網平均計算による許容範囲は、次表を標準とする。 

 
区 分 

項 目 
許容範囲 

３級水準測量 
斜距離の残差 80mm 

 
８ 三次元網平均計算に使用するプログラムは、計算結果が正しいものと確認されたものを使用するものとす

る。 

９ 三次元網平均計算の結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 
 
 
表現の整

合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の整

合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の整

合 
 

第５章 復旧測量 第５章 復旧測量 
 



（基準点の復旧測量） 

第１０２条 基準点の復旧測量は、再設、移転、改測又は改算により行うものとする。 
２ 再設、移転、改測又は改算による基準点の復旧測量には、第２章の規定を準用する。ただし、３級基準点及

び４級基準点の復旧測量に使用する既知点は、厳密水平網平均計算及び厳密高低網平均計算又は三次元網平均

計算により設置された同級の基準点を既知点とすることができる。 
３ 移転による基準点の復旧測量は、次に定める方法により実施するものとする。 
一 ＴＳ等による偏心法 
イ 方向角を求めるための水平角観測に使用する既知点は、隣接の同級以上の基準点とする。 
ロ 既知点の点検のため、既知点と移転する基準点間の高低差又は辺長の観測を行うものとする。 

二 ＧＮＳＳ観測による偏心法 
イ 第３７条第２項第二号に定める観測方法のうち、スタティック法により、新点と旧点との移転量を求め

るものとする。 
 

（基準点の復旧測量） 

第１０２条 基準点の復旧測量は、再設、移転、改測又は改算により行うものとする。 
２ 再設、移転、改測又は改算による基準点の復旧測量には、第２章の規定を準用する。ただし、３級基準点及

び４級基準点の復旧測量に使用する既知点は、厳密水平網平均計算及び厳密高低網平均計算又は三次元網平均

計算により設置された同級の既知点とすることができる。 
３ 移転による基準点の復旧測量は、次に定める方法により実施するものとする。 
一 ＴＳ等による偏心法 
イ 方向角を求めるための水平角観測に使用する既知点は、隣接の同級以上の基準点とする。 
ロ 既知点の点検のため、既知点と移転する基準点間の高低差又は辺長の観測を行うものとする。 

二 ＧＮＳＳ観測による偏心法 
イ 第３７条第２項第二号に定める観測方法のうち、スタティック法により、新点と旧点との移転量を求め

るものとする。 
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加 

 
 



 
 

第３編 地形測量及び写真測量 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

第３編  地形測量及び写真測量 第３編  地形測量及び写真測量  

第１章 通  則 第１章 通  則  

第３節  基準点の設置 第３節  基準点の設置  
（要旨） 

第１１５条 「基準点の設置」とは、現地測量に必要な基準点を設置する作業をいう。 

２ 基準点の配点密度は、既設点を含め、次表を標準とする。ただし、長狭な地域については、延長と幅を

考慮し、配点密度を定めるものとする。 

 

10,000 ㎡当たりの配点密度 

地  域 

地図情報レベル 
市 街 地 市街地近郊 山  地 

250 7 点 6 点 7 点 

500 6 点 5 点 6 点 

1000 5 点 4 点 4 点 

 

３ 基準点の設置については、第２編の規定を準用する。 

 

（要旨） 

第１１５条 「基準点の設置」とは、現地測量に必要な基準点を設置する作業をいう。 

２ 基準点の配点密度は、既設点を含め、次表を標準とする。ただし、長狭な地域については、延長と幅を

考慮し、配点密度を定めるものとする。 

 

10,000 ㎡あたりの配点密度 

地  域 

地図情報レベル 
市 街 地 市街地近郊 山  地 

250 7 点 6 点 7 点 

500 6 点 5 点 6 点 

1000 5 点 4 点 4 点 

 

３ 基準点の設置については、第２編の規定を準用する。 

 

 
 
 
 
 
表現の変更 
 

第１款 ＴＳ点の設置 第１款 ＴＳ点の設置  

（キネマティック法又はＲＴＫ法によるＴＳ点の設置） 

第１１９条 キネマティック法又はＲＴＫ法によるＴＳ点の設置は、基準点にＧＮＳＳ測量機を整置し、放

射法により行うものとする。 

２ 観測は、２セット行うものとする。セット内の観測回数及びデータ取得間隔等は、次項を標準とする。

１セット目の観測値を採用値とし、観測終了後に再初期化をして、２セット目の観測を行い、２セット目

を点検値とする。 

３ 観測の使用衛星数及び較差の許容範囲等は、次表を標準とする。 

 

使用衛星数 観測回数 データ取得間隔 許容範囲 備     考 

５衛星以上 

ＦＩＸ解

を得てか

ら１０エ

ポック以

上 

１秒 

 

（ただし、キネ

マティック法は 5

秒以下） 

ΔＮ 
ΔＥ 

20mm 

ΔＮ：水平面の南北成分のセット間較

差 

ΔＥ：水平面の東西成分のセット間較

差 

ΔＵ：水平面からの高さ成分のセット

間較差 

ただし、平面直角座標値で比較するこ

とができる。 

ΔＵ 30mm 

摘  要 

ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。ただ

し、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上を用いるこ

と。 

 

４ 標高を求める場合は、ジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正して求めるも

のとする。 

 

（キネマティック法又はＲＴＫ法によるＴＳ点の設置） 

第１１９条 キネマティック法又はＲＴＫ法によるＴＳ点の設置は、基準点にＧＮＳＳ測量機を整置し、放

射法により行うものとする。 

２ 観測は、２セット行うものとする。セット内の観測回数及びデータ取得間隔等は、次項を標準とする。

１セット目の観測値を採用値とし、観測終了後に再初期化をして、２セット目の観測を行い、２セット目

を点検値とする。 

３ 観測の使用衛星数及び較差の許容範囲等は、次表を標準とする。 

 

使用衛星数 観測回数 データ取得間隔 許容範囲 備     考 

５衛星以上 

ＦＩＸ解

を得てか

ら１０エ

ポック以

上 

１秒 

 

（ただし、キネ

マティック法は 5

秒以下） 

ΔＮ 
ΔＥ 

20mm 

ΔＮ：水平面の南北成分のセット間較

差 

ΔＥ：水平面の東西成分のセット間較

差 

ΔＵ：水平面からの高さ成分のセット

間較差 

ただし、平面直角座標値で比較するこ

とができる。 

ΔＵ 30mm 

摘  要 

ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。ただ

し、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上を用いるこ

と。 

 

４ 標高を求める場合は、国土地理院が提供する最新のジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、

楕円体高を補正して求めるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変更 
 



（ネットワーク型ＲＴＫ法によるＴＳ点の設置） 

第１２０条 ネットワーク型ＲＴＫ法によるＴＳ点の設置は、間接観測法又は単点観測法により行うものと

する。 

２ 観測は、前条第２項の規定を準用する。 

３ 観測の使用衛星数及び較差の許容範囲等は、前条第３項の規定を準用する。 

４ 単点観測法による場合は、作業地域周辺の既知点において単点観測法により、整合を確認するものとす

る。なお、整合の確認及び方法は、次のとおりとする。 

一 整合の確認は、次のとおり行うものとする。 

イ 整合を確認する既知点は、作業地域の周辺を囲むように配置する。 

ロ 既知点数は、３点以上を標準とする。 

ハ 既知点での観測は、第２項及び第３項の規定を準用する。 

ニ 既知点成果値と観測値で比較し、許容範囲内で整合しているかを確認する。 

二 整合していない場合は、次の方法により整合処理を行うものとする。 

イ 水平の整合処理は、座標補正として次により行うものとする。 

（１）平面直角座標で行うことを標準とする。 

（２）補正手法は適切な方法を採用する。 

ロ 高さの整合処理は、標高補正として次により行うものとする。 

（１）標高を用いることを標準とする。 

（２）補正手法は適切な方法を採用する。 

三 座標補正の点検は、水平距離と標高差（標高を補正した場合）について、次のとおり行うものとする。 
イ 単点観測法により座標補正に使用した既知点以外の既知点で観測を行い、座標補正を行った測点の

単点観測法による観測値との距離を求める。 
ロ イの単点観測法により観測を行う既知点の成果値と、イの座標補正を行った測点の補正後の座標値

から距離を求める。 
ハ イとロの較差により点検を行う。較差の許容範囲は次表を標準とする。 

点検距離 許容範囲 

500ｍ以上 点検距離の 1/10,000 

500ｍ未満 50mm 

 

５ 標高を求める場合は、ジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正して求めるも

のとする。 

 

（ネットワーク型ＲＴＫ法によるＴＳ点の設置） 

第１２０条 ネットワーク型ＲＴＫ法によるＴＳ点の設置は、間接観測法又は単点観測法により行うものと

する。 

２ 観測は、前条第２項の規定を準用する。 

３ 観測の使用衛星数及び較差の許容範囲等は、前条第３項の規定を準用する。 

４ 単点観測法による場合は、作業地域周辺の既知点において単点観測法により、整合を確認するものとす

る。なお、整合の確認及び方法は、次のとおりとする。 

一 整合の確認は、次のとおり行うものとする。 

イ 整合を確認する既知点は、作業地域の周辺を囲むように配置する。 

ロ 既知点数は、３点以上を標準とする。 

ハ 既知点での観測は、第２項及び第３項の規定を準用する。 

ニ 既知点成果値と観測値で比較し、許容範囲内で整合しているかを確認する。 

二 整合していない場合は、次の方法により整合処理を行うものとする。 

イ 水平の整合処理は、座標補正として次により行うものとする。 

（１）平面直角座標で行うことを標準とする。 

（２）補正手法は適切な方法を採用する。 

ロ 高さの整合処理は、標高補正として次により行うものとする。 

（１）標高を用いることを標準とする。 

（２）補正手法は適切な方法を採用する。 

三 座標補正の点検は、水平距離と標高差（標高を補正した場合）について、次のとおり行うものとする。 
イ 単点観測法により座標補正に使用した既知点以外の既知点で観測を行い、座標補正を行った測点の

単点観測法による観測値との距離を求める。 
ロ イの単点観測法により観測を行う既知点の成果値と、イの座標補正を行った測点の補正後の座標値

から距離を求める。 
ハ イとロの較差により点検を行う。較差の許容範囲は次表を標準とする。 

点検距離 許容範囲 

500ｍ以上 点検距離の 1/10,000 

500ｍ未満 50mm 

 

５ 標高を求める場合は、国土地理院が提供する最新のジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、

楕円体高を補正して求めるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変更 

第２款 地形、地物等の測定 第２款 地形、地物等の測定  



（キネマティック法又はＲＴＫ法による地形、地物等の測定） 

第１２３条 キネマティック法又はＲＴＫ法による地形、地物等の測定は、基準点又はＴＳ点にＧＮＳＳ測

量機を整置し、放射法により行うものとする。 

２ 地形、地物等の測定は、前条第２項から第７項までの規定を準用する。 

３ 観測は、１セット行うものとし、観測の使用衛星数及びセット内の観測回数等は、次表を標準とする。 
 

使用衛星数 観 測 回 数 データ取得間隔 

５衛星以上 ＦＩＸ解を得てから 10 エポック以

上 

１秒（ただし、キネマティック法は 5 秒以

下） 

摘   要 
ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。

ただし、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上用

いること。 
 

４ 初期化を行う観測点では、次の方法で観測値の点検を行い、次の観測点に移動するものとする。 

一 点検のために１セットの観測を行うこと。ただし、観測は観測位置が明確な標杭等で行うものとする。 

二 １セットの観測終了後に再初期化を行い、２セット目の観測を行うものとする。 

三 再初期化した２セット目の観測値を採用値として観測を継続するものとする。 

四 ２セットの観測による点検に代えて、既知点で１セットの観測により点検することができる。 

５ 許容範囲等は、次表を標準とする。 

項   目 許容範囲 備     考 

セット間較差 
ΔＮ 
ΔＥ 20mm ΔＮ：水平面の南北成分のセット間較差 

ΔＥ：水平面の東西成分のセット間較差 

ΔＵ：水平面からの高さ成分のセット間較差 

ただし、平面直角座標値で比較することができる。 ΔＵ 30mm 

 

６ 観測の途中で再初期化する場合は、第４項の観測を行うものとする。 

７ 標高を求める場合は、ジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正して求めるも

のとする。 

（キネマティック法又はＲＴＫ法による地形、地物等の測定） 

第１２３条 キネマティック法又はＲＴＫ法による地形、地物等の測定は、基準点又はＴＳ点にＧＮＳＳ測

量機を整置し、放射法により行うものとする。 

２ 地形、地物等の測定は、前条第２項から第７項までの規定を準用する。 

３ 観測は、１セット行うものとし、観測の使用衛星数及びセット内の観測回数等は、次表を標準とする。 
 

使用衛星数 観 測 回 数 データ取得間隔 

５衛星以上 ＦＩＸ解を得てから 10 エポック以

上 

１秒（ただし、キネマティック法は 5 秒以

下） 

摘   要 
ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。

ただし、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上用

いること。 
 

４ 初期化を行う観測点では、次の方法で観測値の点検を行い、次の観測点に移動するものとする。 

一 点検のために１セットの観測を行うこと。ただし、観測は観測位置が明確な標杭等で行うものとする。 

二 １セットの観測終了後に再初期化を行い、２セット目の観測を行うものとする。 

三 再初期化した２セット目の観測値を採用値として観測を継続するものとする。 

四 ２セットの観測による点検に代えて、既知点で１セットの観測により点検することができる。 

５ 許容範囲等は、次表を標準とする。 

項   目 許容範囲 備     考 

セット間較差 
ΔＮ 
ΔＥ 20mm ΔＮ：水平面の南北成分のセット間較差 

ΔＥ：水平面の東西成分のセット間較差 

ΔＵ：水平面からの高さ成分のセット間較差 

ただし、平面直角座標値で比較することができる。 ΔＵ 30mm 

 

６ 観測の途中で再初期化する場合は、第４項の観測を行うものとする。 

７ 標高を求める場合は、国土地理院が提供する最新のジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、

楕円体高を補正して求めるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変更 

（ネットワーク型ＲＴＫ法による地形、地物等の測定） 

第１２４条 ネットワーク型ＲＴＫ法による地形、地物等の測定は、間接観測法又は単点観測法により行う

ものとする。 

２ 地形、地物等の測定は、第１２２条第２項から第７項までの規定を準用する。 

３ 観測は、１セット行うものとし、観測及び許容範囲等は、前条第３項から第６項までの規定を準用する。 

４ 単点観測法による場合は、第１２０条第４項の規定を準用する。 

５ 標高を求める場合は、ジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正して求めるも

のとする。 

 

（ネットワーク型ＲＴＫ法による地形、地物等の測定） 

第１２４条 ネットワーク型ＲＴＫ法による地形、地物等の測定は、間接観測法又は単点観測法により行う

ものとする。 

２ 地形、地物等の測定は、第１２２条第２項から第７項までの規定を準用する。 

３ 観測は、１セット行うものとし、観測及び許容範囲等は、前条第３項から第６項までの規定を準用する。 

４ 単点観測法による場合は、第１２０条第４項の規定を準用する。 

５ 標高を求める場合は、国土地理院が提供する最新のジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、

楕円体高を補正して求めるものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
表現の変更 

第３章 地上レーザ測量 第３章 地上レーザ測量  

第１節 要 旨 第１節 要 旨  
（要旨） 

第１３２条 「地上レーザ測量」とは、地上レーザスキャナを用いて地形、地物等を観測し、距離及び反射

強度から数値地形図データを作成する作業をいう。 

 

（要旨） 

第１３２条 「地上レーザ測量」とは、地上レーザスキャナを用いて地形・地物等を観測した方向、距離及

び反射強度から数値地形図データを作成する作業をいう。 

 

表現の変更 

（地図情報レベルと観測条件） 

第１３４条 観測条件は、地図情報レベルに応じて次の各号により、設定するものとする。 

一 地形の観測条件は、放射方向のレーザ光を照射した地点（以下この章において「観測点」という。）

の観測点間隔によって決定するものとする。 

二 地物の観測条件は、放射方向の観測点間隔及びスポット長径によって決定するものとする。 

三 地上レーザスキャナの観測を単独で行う場合の観測条件は、次表を標準とし、地物は放射方向の観測

点間隔又は放射方向のスポット長径のいずれかが満たされているものとする。 

 

（地図情報レベルと観測条件） 

第１３４条 観測条件は、地図情報レベルに応じて次の各号により、設定するものとする。 

一 地形の観測条件は、放射方向の観測点間隔によって決定するものとする。 

 

二 地物の観測条件は、放射方向の観測点間隔とスポット長径によって決定するものとする。 

三 地上レーザスキャナの観測を単独で行う場合の観測条件は、次表を標準とし、地物は放射方向の観測

点間隔と放射方向のスポット長径のいずれかが満たされているものとする。 

 

定義の追加 
 
表現の変更 
 
 



地図情報レベル 

地形 地物 

放射方向の観測点 

間隔 

放射方向の観測点 

間隔 

放射方向のスポット 

長径(FWHM) 

250 330mm 25mm 50mm 

500 330mm 50mm 100mm 

 

２ 地上レーザスキャナの観測を同一箇所に対して複数回行う場合、その観測条件は前項の基準に準拠する

ものとする。 

 

地図情報レベル 

地形 地物 

放射方向の観測点 

間隔 

放射方向の観測点 

間隔 

放射方向のスポット 

長径(FWHM) 

250 330mm 25mm 50mm 

500 330mm 50mm 100mm 

 

２ 地上レーザスキャナの観測を同一箇所に対して複数回行う場合、その観測条件は前項の基準に準拠する

ものとする。 

 

第４節 地上レーザ観測 第４節 地上レーザ観測  

（要 旨） 

第１４２条 本章において「地上レーザ観測」とは、地上レーザスキャナを用いて地形、地物等を観測し、

平面直角座標系に変換してオリジナルデータを作成する作業をいう。 

 

（要 旨） 

第１４２条 本章において「地上レーザ観測」とは、地上レーザスキャナにより地形・地物等を観測し、平

面直角座標系に結合してオリジナルデータを作成する作業をいう。 

 

表現の変更 
 

（地上レーザスキャナ） 

第１４３条 地上レーザスキャナは、次の性能を有するものとする。 

一 地上レーザスキャナの距離観測方法は、ＴＯＦ（タイム・オブ・フライト）方式又は位相差方式とす

ること。 

二 スポット径が分かること。 

三 観測点の水平及び垂直方向の角度の観測間隔が分かること。 

四 地形、地物等とレーザ光がなす角を入射角とし、標準的な地形、地物等が入射角１．５度以上で観測

できること。 

五 反射強度が取得できること。 

 

（地上レーザスキャナ） 

第１４３条 地上レーザスキャナは、次の性能を有するものとする。 

一 地上レーザスキャナの距離観測方法は、ＴＯＦ（タイム・オブ・フライト）方式又は位相差方式とす

ること。 

二 スポット径が分かること。 

三 観測点の水平及び垂直方向の角度の観測間隔が分かること。 

四 標準的な地形、地物等が入射角１．５度以上で観測できること。 

五 反射強度が取得できること。 

 

 
 
 
定義の追加 

（方法） 

第１４４条 地上レーザ観測は、地形、地物等に対する方向、距離及び反射強度を観測するものとする。 

 

２ 観測の方向は、地形の低い方から高い方への向きを原則とする。 

３ 観測は、方向、距離及び受光した反射強度を記録するものとする。 

４ 観測対象物は、標識、地形、地物等に分類し、これらの大きさ、形状及び地上レーザスキャナからの距

離に応じて観測を行うものとする。なお、標識とは、三次元観測データを取得するため、標定点の上に設

置する一時標識をいう。 

５ 観測方法は、次の各号を原則とする。 

一 平面直角座標系で観測する場合は、器械点と後視点による方法を用いるものとする。 

二 局地座標系で観測する場合は、相似変換による方法又は後方交会による方法を用いるものとする。 

６ 器械点と後視点による方法及び後方交会による方法を用いる場合は、コンペンセータを備えた地上レー

ザスキャナを用いなければならない。 

７ 反射強度が同等の地物が隣接する場合は、それらの境が濃淡として捉えられるような措置をとることが

できるものとする。 

８ 一部の観測対象物のみを高密度で観測することができるものとする。 

９ 同一箇所から複数回観測する場合は、それぞれ地上レーザスキャナの器械高を変えることを原則とする。 

 

（方法） 

第１４４条 地上レーザ観測においては、地上レーザスキャナを用い、地形・地物等に対する方向、距離及

び反射強度を観測するものとする。 

２ 観測の方向は、地形の低い方から高い方への向きを原則とする。 

３ 観測は、方向、距離及び受光した反射強度を記録するものとする。 

４ 観測対象物は、標識、地形、地物等に分類し、これらの大きさ、形状及び地上レーザスキャナからの距

離に応じて観測を行うものとする。なお、標識とは、三次元計測データを取得するため、標定点の上に設

置する一時標識をいう。 

５ 観測方法は、次の各号を原則とする。 

一 平面直角座標系で観測する場合は、器械点と後視点による方法を用いるものとする。 

二 局地座標系で観測する場合は、相似変換による方法又は後方交会による方法を用いるものとする。 

６ 器械点と後視点による方法及び後方交会による方法を用いる場合は、コンペンセータを備えた地上レー

ザスキャナを用いなければならない。 

７ 反射強度が同等の地物が隣接する場合は、それらの境が濃淡として捉えられるような措置をとることが

できるものとする。 

８ 一部の観測対象物のみを高密度で観測することができるものとする。 

９ 同一箇所から複数回観測する場合は、それぞれ地上レーザスキャナの器械高を変えることを原則とす

る。 

 

表現の変更 
削除 
 
 
 
表現の変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平面直角座標系への変換） 

第１４８条 局地座標系で観測した三次元観測データは、標定点等を使用して平面直角座標系へ変換し、オ

リジナルデータとするものとする。 

２ 平面直角座標系への変換における標定点の残差は、５０ミリメートル以内とする。 

 

 

３ 平面直角座標系への変換の点検結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

（平面直角座標系への変換） 

第１４８条 局地座標系で観測した三次元観測データは、標定点等を使用して平面直角座標系へ変換し、オ

リジナルデータとするものとする。 

２ 平面直角座標系への変換における標定点との水平位置の残差は、５０ミリメートル以内とする。ただし、

相似変換による方法においては、標定点との標高の残差も確認するものとし、５０ミリメートル以内とす

る。 

３ 平面直角座標系への変換の点検結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

削除 

第６節 数値図化 第６節 数値図化  
（地形図化） 

第１５７条 地形図化は、オリジナルデータより行うものとする。 

２ 分類コードは、付録７の数値地形図データ取得分類基準を標準とする。 

（地形図化） 

第１５７条 地形図化は、オリジナルデータより行うものとする。 

２ 分類コードは、付録７の数値地形図データ取得分類基準を標準とする。 

 
 
 



３ 変形地は、可能な限り等高線で取得し、その状況によって変形地記号を取得するものとする。 

４ 等高線は、主曲線だけでは地形を適切に表現できない部分については補助曲線等を取得するものとする。 

 

５ 陰蔽等の観測不良により図化不能部分がある場合は、その部分の範囲を明示し、必要に応じて補測編集

を行う場合の注意事項を記載するものとする。 

６ オリジナルデータは、等高線間隔で段彩表現することを原則とする。 

 

３ 変形地は、可能な限り等高線で取得し、その状況によって変形地記号を取得するものとする。 

４ 等高線は、主曲線だけでは地形を適切に表現できない部分については補助曲線等を取得するものとす

る。 

５ 陰蔽等の観測不良により図化不能部分がある場合は、その部分の範囲を明示し、必要に応じて補測編集

を行う場合の注意事項を記載するものとする。 

６ オリジナルデータは、等高線間隔で段彩表現することを原則とする。 

 

表現の変更 

第７節 数値編集 第７節 数値編集  
（要旨） 

第１６１条 本章において「数値編集」とは、現地調査等の結果に基づき、図形編集装置を用いて地形、地

物等の数値地形図データを編集し、編集済データを作成する作業をいう。 

 

（要旨） 

第１６１条 本章において「数値編集」とは、現地調査等の結果に基づき、図形編集装置を用いて地形、地

物等の数値地形図データを編集し、編集済みデータを作成する作業をいう。 

 

表現の変更 

（数値編集の点検） 

第１６２条 数値編集の点検は、編集済データ及び編集済データの出力図を用いて行うものとし、数値編集

済データは、スクリーンモニターを用い、編集済データの出力図は自動製図機等による出力図を用いて行

うものとする。 

２ 編集済データの論理的矛盾等の点検は、点検プログラム等により行うものとする。 

３ 数値編集の点検結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

（数値編集の点検） 

第１６２条 数値編集の点検は、編集済みデータ及び編集済みデータの出力図を用いて行うものとし、数値

編集済みデータは、スクリーンモニターを用い、編集済みデータの出力図は自動製図機等による出力図を

用いて行うものとする。 

２ 編集済みデータの論理的矛盾等の点検は、点検プログラム等により行うものとする。 

３ 数値編集の点検結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

表現の変更 

第８節 補測編集 第８節 補測編集  
（要旨） 

第１６３条 本章において「補測編集」とは、数値図化で生じた判読困難な部分又は図化不能な部分を現地

測量にて補備し、数値編集済データを編集する作業をいう。 

２ 補測編集は、必要に応じて行うものとする。 

 

（要旨） 

第１６３条 本章において「補測編集」とは、数値図化で生じた判読困難な部分又は図化不能な部分を現地

測量にて補備し、数値編集済みデータを編集する作業をいう。 

２ 補測編集は、必要に応じて行うものとする。 

 

表現の変更 

第９節 数値地形図データファイルの作成 第９節 数値地形図データファイルの作成  
（要旨） 

第１６６条 本章において「数値地形図データファイルの作成」とは、製品仕様書に従って補測編集済デー

タから数値地形図データファイルを作成し、オリジナルデータ等とともに電磁的記録媒体に記録する作業

をいう。 

 

（要旨） 

第１６６条 本章において「数値地形図データファイルの作成」とは、製品仕様書に従って数値編集済デー

タから数値地形図データファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 

 

 
表現の変更 
追加 

第１１節 成果等の整理 第１１節 成果等の整理  

（成果等） 

第１６９条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 数値地形図データファイル 

二 三次元観測データ 

三 オリジナルデータ 

四 観測図 

五 精度管理表 

六 品質評価表 

七 メタデータ 

八 その他の資料 

 

（成果等） 

第１６９条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 数値地形図データファイル 

二 三次元観測データ 

 

三 観測図 

四 精度管理表 

五 品質評価表 

六 メタデータ 

七 その他の資料 

 

 
 
 
 
追加 

第４節 移動取得及びデータ処理 第４節 移動取得及びデータ処理  

第１款 移動取得 第１款 移動取得  

（既知点との整合） 

第１８３条 固定局を現地の既知点に設置しない場合、移動取得前に作業地域の既知点とＧＮＳＳ観測で得

られる座標値の整合を確認し、必要に応じて既知点との整合を行うものとする。 

２ 既知点との整合の確認及び方法は、第１２０条第４項に準じて行うものとする。 

３ 標高を求める場合は、ジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正して求めるも

のとする。 

 

（既知点との整合） 

第１８３条 固定局を現地の既知点に設置しない場合、移動取得前に作業地域の既知点とＧＮＳＳ観測で得

られる座標値の整合を確認し、必要に応じて既知点との整合を行うものとする。 

２ 既知点との整合の確認及び方法は、第１２０条第４項に準じて行うものとする。 

３ 標高を求める場合は、国土地理院が提供する最新のジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、

楕円体高を補正して求めるものとする。 

 

 
 
 
 
表現の変更 
 



第２款 データ処理 第２款 データ処理  

（調整処理結果の点検） 

第１９０条 数値図化用データの調整処理後、速やかに調整処理結果の点検を行い、精度管理表を作成し、

調整点の補充の要否を判定するものとする。 

２ 調整点からＧＮＳＳアンテナの軌跡座標を算出して解析を再度行う方法による調整処理結果の点検項目

は、次の各号のいずれかによるものとする。 

一 最適軌跡解析の解の標準偏差、平均値、最大値 

二 調整処理前後の最適軌跡解析の解の標準偏差の較差 

三 調整処理後の数値図化用データと調整点との較差 

３ 調整点から車載写真レーザ測量システムの軌跡を算出して数値図化用データを再作成する方法及び数値

図化用データの補正値を求めて数値図化用データを補正する方法による調整処理結果の点検項目は、調整

処理に使用した調整点以外の調整点と数値図化用データの較差とする。 

４ 調整処理結果の点検の許容範囲は、第１８８条第４項に準ずるものとする。 

５ 調整処理結果の点検結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

（調整処理結果の点検） 

第１９０条 数値図化用データの調整処理後、速やかに調整処理結果の点検を行い、精度管理表を作成し、

調整点の補充の要否を判定するものとする。 

２ 調整点からＧＮＳＳアンテナの軌跡座標を算出して解析を再度行う方法による調整処理結果の点検項

目は、次の各号のいずれかによるものとする。 

一 最適軌跡解析の解の標準偏差、平均値、最大値 

二 調整処理前後の最適軌跡解析の解の標準偏差の較差 

三 調整処理後の数値図化用データと調整点との較差 

３ 調整点から車載写真レーザ測量システムの軌跡を算出して数値図化用データを再作成する方法及び数

値図化用データの補正値を求めて数値図化用データを補正する方法による調整処理結果の点検項目は、調

整処理に使用した調整点以外の調整点と数値図化用データの較差とする。 

４ 調整処理結果の点検の許容範囲は、第１８８条第４項に準じるものとする。 

５ 調整処理結果の点検結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変更 
 

第８節 数値地形図データファイルの作成 第８節 数値地形図データファイルの作成  

（要旨） 

第２１０条 本章において「数値地形図データファイルの作成」とは、製品仕様書に従って編集済データか

ら数値地形図データファイルを作成し、三次元点群データとともに電磁的記録媒体に記録する作業をい

う。 

 

（要旨） 

第２１０条 本章において「数値地形図データファイルの作成」とは、製品仕様書に従って編集済データか

ら数値地形図データファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 

 

 
 
追加 

第５章 ＵＡＶ写真測量 第５章 ＵＡＶ写真測量  

第１節 要旨 第１節 要旨  

（要旨） 

第２１４条 「ＵＡＶ写真測量」とは、無人航空機（以下「ＵＡＶ」という。）により地形、地物等を撮影

し、その数値写真を用いて数値地形図データを作成する作業をいう。 

 

（要旨） 

第２１４条 「ＵＡＶ写真測量」とは、ＵＡＶにより地形、地物等を撮影し、その数値写真を用いて数値地

形図データを作成する作業をいう。 

 

 
定義の追加 

第３節 標定点の設置 第３節 標定点の設置  

（対空標識の規格及び設置等） 

第２２０条 対空標識は、数値写真上で確認できるように、地上画素寸法等を考慮し、形状、寸法、色等を

選定するものとする。 

一 対空標識の模様は、次を標準とする。 
 

  
 

 

★型      Ｘ型     ＋型      円型 

 

二 対空標識の辺長又は円形の直径は、撮影する数値写真に１５画素以上で写る大きさを標準とする。 

三 対空標識の色は白黒を標準とし、状況により黄黒とする。 

四 円型の対空標識を設置した標定点は、自動測定することを原則とする。 

２ 対空標識の設置に当たっては、次の各号に定める事項に留意する。 

一 対空標識は、あらかじめ土地の所有者又は管理者の許可を得て設置する。 

二 ＵＡＶから明瞭に撮影できるよう上空視界を確保する。 

三 設置する地点の状態が良好な地点を選ぶものとする。 

四 数値写真上で周辺地物との色調差が明瞭な構造物が測定できる場合は、その構造物を標定点及び対空

標識に代えることができる。 

３ 設置した対空標識は、撮影作業完了後、速やかに回収し現状を回復するものとする。 

 

（対空標識の規格及び設置等） 

第２２０条 対空標識は、数値写真上で確認できるように、地上画素寸法等を考慮し、形状、寸法、色等を

選定するものとする。 

一 対空標識の模様は、次を標準とする。 
 

  
 

 

★型      Ｘ型     ＋型      円型 

 

二 対空標識の辺長又は円形の直径は、撮影する数値写真に１５画素以上で写る大きさを標準とする。 

三 対空標識の色は白黒を標準とし、状況により黄黒とする。 

四 円型の対空標識を設置した標定点は、自動測定することを原則とする。 

２ 対空標識の設置に当たっては、次の各号に定める事項に留意する。 

一 対空標識は、あらかじめ土地の所有者又は管理者の許可を得て設置する。 

二 ＵＡＶから明瞭に撮影できるよう上空視界を確保する。 

三 設置する地点の状態が良好な地点を選ぶものとする。 

四 数値写真上で周辺地物との色調差が明瞭な構造物が測定できる場合は、その構造物を標定点及び対空

標識に代えることができる。 

３ 設置した対空標識は、撮影作業完了後、速やかに回収し原状を回復するものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
誤字修正 

（標定点の配置） 

第２２１条 標定点は、作業地域の形状、撮影コースの設定、作業地域及びその周辺の土地被覆を考慮し、

適切に配置するものとする。 

２ 撮影が単コースの場合には、標定点は次の各号の条件を満たすように配置することを標準とする。 

一 標定点の配置は、コースの両端のステレオモデルに上下各１点及び両端のステレオモデル以外では、

（標定点の配置） 

第２２１条 標定点は、作業地域の形状、撮影コースの設定、作業地域及びその周辺の土地被覆を考慮し、

適切に配置するものとする。 

２ 撮影が単コースの場合には、標定点は次の各号の条件を満たすように配置することを標準とする。 

一 標定点の配置は、コースの両端のステレオモデルに上下各１点及び両端のステレオモデル以外では、

 
 
 
 
 
 



コース内に均等に配置することを標準とする。 

二 水平位置（ＮＨ）及び標高（ＮＶ）の標定点数は、次の式を標準とする。 

ＮＨ＝ＮＶ＝（ｎ／２）＋２ 

なお、ｎはステレオモデル数とし、（ ）の中の計算終了時の小数部は切り上げるものとする。 

３ 撮影が複数コースの場合には、標定点は次の各号の条件を満たすように配置することを標準とする。な

お、撮影区域の形状は矩
く

形を標準とする。また、水平位置の標定点と標高の標定点は兼ねることができる。 

一 水平位置の標定点の配置は、ブロックの四隅に必ず配置するとともに、両端のコースについては６ス

テレオモデルに１点、その他のコースについては３コースごとの両端のステレオモデルに１点、ブロッ

ク内の位置精度を考慮して３０ステレオモデルに１点を均等の割合で配置することを標準とする。 

二 水平位置の標定点数（ＮＨ）は、次の式を標準とする。 

ＮＨ＝４＋２｛（ｎ－６）／６}＋２｛（ｃ－３）／３}＋｛（ｎ－６）（ｃ－３）／３０｝ 

なお、ｎは１コース当たりの平均ステレオモデル数、ｃはコース数、{ ｝の中の計算終了時の小 

数部は切り上げ、負になる場合は０とする。 

三 標高の標定点の配置は、２コースごとの両端ステレオモデルに１点ずつ配置するほか、１２ステレオ

モデルに１点の割合で各コースに均一に配置することを標準とする。 

四 標高の標定点数は、次の式を標準とする。 

ＮＶ＝（ｎ／１２）ｃ＋２（ｃ／２） 

なお、ｎは１コース当たりの平均ステレオモデル数、ｃはコース数、（ ）の中の計算終了時の小数

部は切り上げ、計算されたＮＶが二号で計算されたＮＨより小さい場合は、ＮＶはＮＨと同数とする。 

４ 標定点の配置計画は、撮影計画図の上に作成するものとする。 

 

コース内に均等に配置することを標準とする。 

二 水平位置（ＮＨ）及び標高（ＮＶ）の標定点数は、次の式を標準とする。 

ＮＨ＝ＮＶ＝（ｎ／２）＋２ 

なお、ｎはステレオモデル数とし、（ ）の中の計算終了時の小数部は切り上げるものとする。 

３ 撮影が複数コースの場合には、標定点は次の各号の条件を満たすように配置することを標準とする。な

お、撮影区域の形状は矩
く

形を標準とする。また、水平位置の標定点と標高の標定点は兼ねることができる。 

一 水平位置の標定点の配置は、ブロックの四隅に必ず配置するとともに、両端のコースについては６ス

テレオモデルに１点、その他のコースについては３コースごとの両端のステレオモデルに１点、ブロッ

ク内の位置精度を考慮して３０ステレオモデルに１点を均等の割合で配置することを標準とする。 

二 水平位置の標定点数（ＮＨ）は、次の式を標準とする。 

ＮＨ＝４＋２｛（ｎ－６）／６）}＋２｛（ｃ－３）／３）}＋｛（ｎ－６）（ｃ－３）／３０｝ 

なお、ｎは１コース当たりの平均ステレオモデル数、Ｃはコース数、{ ｝の中の計算終了時の小 

数部は切り上げ、負になる場合は０とする。 

三 標高の標定点の配置は、２コースごとの両端ステレオモデルに１点ずつ配置するほか、１２ステレオ

モデルに１点の割合で各コースに均一に配置することを標準とする。 

四 標高の標定点数は、次の式を標準とする。 

ＮＶ＝（ｎ／１２）ｃ＋２（ｃ／２） 

なお、ｎは１コース当たりの平均ステレオモデル数、ｃはコース数、（ ）の中の計算終了時の小数

部は切り上げ、計算されたＮＶが二号で計算されたＮＨより小さい場合は、ＮＶはＮＨと同数とする。 

４ 標定点の配置計画は、撮影計画図の上に作成するものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変更 

第４節 撮影 第４節 撮影  

（独立したカメラキャリブレーション） 

第２２７条 撮影に使用するデジタルカメラは、独立したカメラキャリブレーションを行ったものでなけれ

ばならない。 

２ 独立したカメラキャリブレーションは、三次元のターゲットを用いて行うことを標準とする。 

３ 独立したカメラキャリブレーションを行ったデジタルカメラで撮影した画像の画像座標の残差は、０．

１画素以内とする。 

４ 独立したカメラキャリブレーションにより求める値は、焦点距離、画像中心からの主点位置のズレ、放

射方向の歪
ひず

み量及び接線方向の歪み量を標準とする。 

５ 撮影に使用するデジタルカメラは、独立したカメラキャリブレーションを行った状態を維持するものと

する。 

６ 独立したカメラキャリブレーションで作成する誤差モデルは、これを使用するソフトに適合していなけ

ればならない。 

７ 作成する誤差モデルは、バンドル調整プログラムに適したものでなければならない。 

８ 独立したカメラキャリブレーションは、撮影前に実施することを標準とするが、撮影後に実施すること

もできるものとする。 

９ 二次元ターゲットを用いて独立したカメラキャリブレーションを行う場合は、三次元ターゲットと同様

に異なる方向からターゲットを撮影し、焦点距離を正しく補正しなければならない。 
 

（独立したカメラキャリブレーション） 

第２２７条 撮影に使用するデジタルカメラは、独立したカメラキャリブレーションを行ったものでなけれ

ばならない。 

２ 独立したカメラキャリブレーションは、三次元のターゲットを用いて行うことを標準とする。 

３ 独立したカメラキャリブレーションを行ったデジタルカメラで撮影した画像の画像座標の残差は、０．

１画素以内とする。 

４ 独立したカメラキャリブレーションにより求める値は、焦点距離、画像中心からの主点位置のズレ、放

射方向の歪
ひず

み量、接線方向の歪み量を標準とする。 

５ 撮影に使用するデジタルカメラは、独立したカメラキャリブレーションを行った状態を維持するものと

する。 

６ 独立したカメラキャリブレーションで作成する誤差モデルは、これを使用するソフトに適合していなけ

ればならない。 

７ 作成する誤差モデルは、バンドル調整プログラムに適したものでなければならない。 

８ 独立したカメラキャリブレーションは、撮影前に実施することを標準とするが、撮影後に実施すること

もできるものとする。 

９ 二次元ターゲットを用いて独立したカメラキャリブレーションを行う場合は、三次元ターゲットと同様

に異なる方向からターゲットを撮影し、焦点距離を正しく補正しなければならない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変更 

第１０節 数値地形図データファイルの作成 第１０節 数値地形図データファイルの作成  

（数値地形図データファイルの作成） 

第２４６条 本章において「数値地形図データファイルの作成」とは、製品仕様書に従って補測編集済デー

タから数値地形図データファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 

 

（数値地形図データファイルの作成） 

第２４６条 本章において「数値地形図データファイルの作成」とは、製品仕様書に従って補測編集済みデ

ータから数値地形図データファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 

 

 
表現の変更 

第１１節 品質評価 第１１節 品質評価  

（品質評価） 

第２４７条 数値地形図データファイルの品質評価は、第４４条の規定を準用する。 

 

（品質評価） 

第２４７条 数値地形図データファイルの作成の品質評価は、第４４条の規定を準用する。 

 

 
削除 

第６章 空中写真測量 第６章 空中写真測量  

第６節 同時調整 第６節 同時調整  



（写真座標の測定） 

第３００条 写真座標の測定は、各写真に含まれる指標、標定点、パスポイント及びタイポイントについて

デジタルステレオ図化機を用いて行うものとする。 

２ 指標、パスポイント及びタイポイントは、画像相関による自動測定を用いることができる。ただし、測

定結果は必ず目視で確認し、修正の必要な点に対しては手動で再測定を行うものとする。 

３ デジタル航空カメラで撮影した数値写真の場合は、数値写真の四隅を指標に代えるものとする。 

４ 円形の対空標識の測定は、自動処理により行うものとする。 

 

（写真座標の測定） 

第３００条 写真座標の測定は、各写真に含まれる指標、標定点、パスポイント及びタイポイントをデジタ

ルステレオ図化機を用いて行うものとする。 

２ 指標、パスポイント及びタイポイントは、画像相関による自動測定を用いることができる。ただし、測

定結果は必ず目視で確認し、修正の必要な点に対しては手動で再測定を行うものとする。 

３ デジタル航空カメラで撮影した数値写真の場合は、数値写真の四隅を指標に代えるものとする。 

４ 円形の対空標識の測定は、自動処理により行うものとする。 

 
表現の変更 

第９節 数値編集 第９節 数値編集  

（点検） 

第３２９条 出力図の点検は、編集済データ及び前条の規定により作成した出力図を用いて行うものとする。 

 

２ 編集済データの論理的矛盾等の点検は、点検プログラム等により行うものとする。 

３ 数値編集の点検結果は、精度管理表にとりまとめるものとする。 

 

（点検） 

第３２９条 出力図の点検は、編集済データ及び前条の規定により作成した出力図を用いて行うものとす

る。 

２ 編集済データの論理的矛盾等の点検は、点検プログラム等により行うものとする。 

 
 
 
 
追加 

第９章 写真地図作成 第９章 写真地図作成  

第２節 作業計画 第２節 作業計画  

（使用する数値写真） 

第３９９条 数値写真は、原則として、作業着手前１年以内に撮影されたものを用いることを原則とする。 

２ 使用する数値写真は、撮影時期、天候、撮影コースと太陽位置との関係等によって現れる色調差や被写

体の変化を考慮して用いるものとする。 

 

（使用する数値写真） 

第３９９条 数値写真は、原則として、作業着手前１年以内に撮影されたものを用いるものとする。 

２ 使用する数値写真は、撮影時期、天候、撮影コースと太陽位置との関係等によって現れる色調差や被写

体の変化を考慮して用いるものとする。 

 
表現の変更 

第１０章 航空レーザ測量 第１０章 航空レーザ測量  

第４節 航空レーザ計測 第４節 航空レーザ計測  

（計測データの取得） 

第４２４条 計測データの取得は、固定局のＧＮＳＳ観測データ、航空機上のＧＮＳＳ観測データ、ＩＭＵ

観測データ及びレーザ測距データについて行うものとする。 

２ 同一コースの航空レーザ計測は、直線かつ等高度で行うことを原則とする。ただし、回転翼航空機を利

用する場合はこの限りでない。 

３ 同一コースにおける対地速度は一定の速度を保つように努めるものとする。 

４ 計測対象地域は、作業地域の外周を格子間隔の１０倍以上の距離を延伸した範囲について取得するもの

とする。 

５ ＧＮＳＳ観測については、次の方法により行うものとする。 

一 固定局及び航空機上のＧＮＳＳ観測のデータ取得間隔は１秒以下とする。 

二 取得時のＧＮＳＳ衛星の数は、第３７条第２項第二号の規定を準用する。 

三 ＧＮＳＳ観測結果等は、ＧＮＳＳ衛星の配置等を記載した手簿、記簿等の資料、基線解析結果等を記

載した精度管理表に整理する。 

（計測データの取得） 

第４２４条 計測データの取得は、固定局のＧＮＳＳ観測データ、航空機上のＧＮＳＳ観測データ、ＩＭＵ

観測データ及びレーザ測距データについて行うものとする。 

２ 同一コースの航空レーザ計測は、直線かつ等高度で行うことを原則とする。ただし、回転翼航空機を利

用する場合はこの限りでない。 

３ 同一コースにおける対地速度は一定の速度を保つように努めるものとする。 

４ 計測対象地域は、作業地域の外周を格子間隔の１０倍以上の距離を延伸した範囲について取得するもの

とする。 

５ ＧＮＳＳ観測については、次のとおり行うものとする。 

一 固定局及び航空機上のＧＮＳＳ観測のデータ取得間隔は１秒以下とする。 

二 取得時のＧＮＳＳ衛星の数は、第３７条第２項第二号の規定を準用する。 

三 ＧＮＳＳ観測結果等は、ＧＮＳＳ衛星の配置等を記載した手簿、記簿等の資料、基線解析結果等を

記載した精度管理表に整理する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の変更 

（航空レーザ計測の点検） 

第４２６条 航空レーザ計測の点検は、航空レーザ計測終了時に、速やかに行い、精度管理表等を作成し、

再計測が必要か否かの判定を行うものとする。 

２ 点検は、次の各号について行うものとする。 

一 固定局、航空機搭載のＧＮＳＳ測量機の作動及びデータ収録状況の良否 

二 サイクルスリップ状況の有無 

三 航空レーザ計測範囲の良否 

四 航空レーザ用数値写真の撮影範囲及び画質の良否 

五 計測高度及び計測コースの良否 

３ キネマティック解析結果の点検は、計測コース上において次の各号について行うものとする。 

一 最少衛星数 

二 ＤＯＰ（ＰＤＯＰ、ＨＤＯＰ、ＶＤＯＰ）値 

 

三 位置の往復解の差 

四 解の品質 

五 位置の標準偏差の平均値と最大値 

（航空レーザ計測の点検） 

第４２６条 航空レーザ計測の点検は、航空レーザ計測終了時に、速やかに行い、精度管理表等を作成し、

再計測が必要か否かの判定を行うものとする。 

２ 点検は、次の各号について行うものとする。 

一 固定局、航空機搭載のＧＮＳＳ測量機の作動及びデータ収録状況の良否 

二 サイクルスリップ状況の有無 

三 航空レーザ計測範囲の良否 

四 航空レーザ用数値写真の撮影範囲及び画質の良否 

五 計測高度及び計測コースの良否 

３ キネマティック解析結果の点検は、計測コース上において次の各号について行うものとする。 

一 最少衛星数 

二 ＤＯＰ（ＰＤＯＰ、ＨＤＯＰ、ＶＤＯＰ）値 

三 解の品質 

四 位置の往復解の差 

 

五 位置の標準偏差の平均値と最大値 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
号番号変更 



４ 最適軌跡解析結果の点検は、計測コース上において次の各号について行うものとする。 

一 ＧＮＳＳ解とＩＭＵ解の整合性 

二 位置の標準偏差の平均値と最大値 

三 姿勢の標準偏差の平均値と最大値 

５ 計測データの点検は、次の各号について行うものとする。 

一 コースごとの計測漏れ 

二 飛行コース上の飛行軌跡 

６ 点検資料として、次の各号について作成するものとする。 

一 キネマティック解析処理時に出力される計測時間帯の衛星数及びＰＤＯＰ図 
二 コースごとの計測範囲を重ね書きした計測漏れの点検図 
三 飛行コース上に飛行軌跡を展開した航跡図 
四 航空レーザ計測記録 
五 航空レーザ計測作業日誌 
六 ＧＮＳＳ衛星の配置等を記載した手簿、記簿 

七 ＧＮＳＳ／ＩＭＵ計算精度管理表 

７ 電子基準点以外の固定局を使用した場合には、点検資料として次の各号について作成するものとする。 

一 固定局観測記録簿 

二 ＧＮＳＳ観測データファイル説明書 

８ 点検結果により、再計測の必要がある場合は、速やかに行うものとする。 

 

４ 最適軌跡解析結果の点検は、計測コース上において次の各号について行うものとする。 

一 ＧＮＳＳ解とＩＭＵ解の整合性 

二 位置の標準偏差の平均値と最大値 

三 姿勢の標準偏差の平均値と最大値 

５ 計測データの点検は、次の各号について行うものとする。 

一 コースごとの計測漏れ 

二 飛行コース上の飛行軌跡 

６ 点検資料として、次の各号について作成するものとする。 

一 キネマティック解析処理時に出力される計測時間帯の衛星数及びＰＤＯＰ図 
二 コースごとの計測範囲を重ね書きした計測漏れの点検図 
三 飛行コース上に飛行軌跡を展開した航跡図 
四 航空レーザ計測記録 
五 航空レーザ計測作業日誌 
六 ＧＮＳＳ衛星の配置等を記載した手簿、記簿 

七 ＧＮＳＳ／ＩＭＵ計算精度管理表 

７ 電子基準点以外の固定局を使用した場合には、点検資料として次の各号について作成するものとする。 

一 固定局観測記録簿 

二 ＧＮＳＳ観測データファイル説明書 

８ 点検結果により、再計測の必要がある場合は、速やかに行うものとする。 

第５節 調整用基準点の設置 第５節 調整用基準点の設置  

（調整用基準点の測定） 

第４２８条 調整用基準点の測定は、次の各号のとおりとする。 

一 水平位置の測定は、第２編第２章で規定する４級基準点測量により行う。ただし、近傍に必要な既知

点がない場合には、第５９条第６項第二号に規定する単点観測法に準じて行うことができる。 

二 標高の測定は、第２編第３章で規定する４級水準測量により行う。ただし、近傍に必要な水準点がな

い場合には、４級水準測量に代えて、測定する調整用基準点に最も近い２点以上の水準点を既知点とし

た第２編第２章基準点測量に規定するＧＮＳＳ観測のスタティック法により標高を求めることができ

る。 

２ 調整用基準点配点図及び調整用基準点明細表を作成するものとする。なお、調整用基準点明細表には現

況等を撮影した写真を添付する。 

（調整用基準点の測定） 

第４２８条 調整用基準点の測定は、次の各号のとおりとする。 

一 水平位置の測定は、第２編第２章で規定する４級基準点測量により行う。ただし、近傍に必要な既知

点がない場合には、第５９条第６項第二号に規定する単点観測法に準じて行うことができる。 

二 標高の測定は、第２編第３章で規定する４級水準測量により行う。ただし、近傍に必要な水準点がな

い場合には、測定する調整用基準点に最も近い２点以上の水準点を既知点として第２編第２章基準点測

量に規定するＧＮＳＳ観測のスタティック法に準じて行うことができる。 

 

２ 調整用基準点配点図及び調整用基準点明細表を作成するものとする。なお、調整用基準点明細表には現

況等を撮影した写真を添付する。 

 

 
 
 
 
 
 
表現の変更 

第６節 三次元計測データの作成 第６節 三次元計測データの作成  

（三次元計測データの点検） 

第４３０条 三次元計測データの点検は、調整用基準点成果との比較により行うものとする。 

２ 調整用基準点と三次元計測データとの比較点検は、次のとおりとする。 

一 調整用基準点と比較する三次元計測データは、所定の格子間隔と同一半径の円又は２倍辺長の正方形

内の計測データを平均したものとする。 

二 各調整用基準点において調整用基準点と三次元計測データとの較差を求め、その平均値とＲＭＳ誤差

等を求めるものとする。 

三 全ての調整用基準点において三次元計測データの平均値との較差を求め、その平均値との標準偏差等

を求めるものとする。 

四 点検結果は、三次元計測データ点検表及び調整用基準点調査表に整理するものとする。 

３ 前項の点検の結果に対する措置は、次のとおり行うものとする。 
一 各調整用基準点における点検の結果、較差の平均値の絶対値が２５センチメートル以上又はＲＭＳ誤

差が３０センチメートル以上の場合は、原因を調査の上、再計算処理又は再測等の是正処置を講じる。 
二 全ての調整用基準点での点検の結果、較差の平均値の絶対値が２５センチメートル以上又は標準偏差

が２５センチメートル以上の場合は、原因を調査の上、再計算処理又は再測等の是正処置を講じる。た

だし、較差の傾向が、作業地域全体で同じ場合は第４３７条の規定に基づき補正を行う。 
 

（三次元計測データの点検） 

第４３０条 三次元計測データの点検は、調整用基準点との比較により行うものとする。 

２ 調整用基準点と三次元計測データとの比較点検は、次のとおりとする。 

一 調整用基準点と比較する三次元計測データは、所定の格子間隔と同一半径の円又は２倍辺長の正方形

内の計測データを平均したものとする。 

二 各調整用基準点において調整用基準点と三次元計測データとの較差を求め、その平均値とＲＭＳ誤差

等を求めるものとする。 

三 全ての調整用基準点において三次元計測データの平均値との較差を求め、その平均値との標準偏差等

を求めるものとする。 

四 点検結果は、三次元計測データ点検表及び調整用基準点調査表に整理するものとする。 

３ 前項の点検の結果に対する措置は、次のとおり行うものとする。 
一 各調整用基準点における点検の結果、較差の平均値の絶対値が２５センチメートル以上又はＲＭＳ誤

差が３０センチメートル以上の場合は、原因を調査の上、再計算処理又は再測等の是正処置を講じる。 
二 全ての調整用基準点での点検の結果、較差の平均値の絶対値が２５センチメートル以上又は標準偏差

が２５センチメートル以上の場合は、原因を調査の上、再計算処理又は再測等の是正処置を講じる。た

だし、較差の傾向が、作業地域全体で同じ場合は第４３７条の規定に基づき補正を行う。 

 
追加 

第８節 グラウンドデータの作成 第８節 グラウンドデータの作成  

（グラウンドデータの作成） 

第４３９条 「グラウンドデータの作成」とは、オリジナルデータからフィルタリング処理により地表面の

三次元座標データを作成する作業をいう。 

（グラウンドデータの作成） 

第４３９条 「グラウンドデータの作成」とは、オリジナルデータからフィルタリング処理により地表面の

三次元座標データを作成する作業をいう。 

 
 
 
 



 

２ グラウンドデータは、作業地域の外周を格子間隔の１０倍以上の距離を延伸した範囲について作成する

ものとする。 

３ 「フィルタリング」とは、地表面以外のデータを取り除く作業をいう。対象項目は、次表を標準とする。 

交通施設 

道路施設等 道路橋（長さ５ｍ 以上）、高架橋、横断歩道橋、照明灯、信号灯、道路情報板等 

鉄 道 施 設 鉄道橋（長さ５ｍ 以上）、高架橋（モノレールの高架橋含む）、跨
こ

線橋、プラッ

トホーム、プラットホーム上屋、架線支柱、信号灯支柱 
移 動 体 駐車車両、鉄道車両、船舶 

建 物 等 建 物 及 び 
付属施設等 

一般住宅、工場、倉庫、公共施設、駅舎、無壁舎、温室、ビニールハウス、 
競技場のスタンド、門、プール（土台部分含む）、へい 

小 物 体  記念碑、鳥居、貯水槽、肥料槽、給水塔、起重機、煙突、高塔、電波塔、灯台、

灯標、輸送管（地上、空間）、送電線 

水 部 等 水部に関する 
構 造 物 浮き桟橋、水位観測施設、河川表示板 

植  生  樹木※１、竹林※１、生垣※１ 

そ の 他 そ の 他 大規模な改変工事中の地域※２、地下鉄工事等の開削部、資材置場等の材料、

資材 

備  考 
※１ 地表面として、判断できる部分は可能な限り採用するものとする。 

※２ 地表面として、ほぼ恒久的であると判断できるものは採用するものとする。 

 

４ 大規模な地表遮蔽部分のフィルタリングにおいて、地形表現に不具合が生じる場合は、周囲のフィルタ

リングしていないグラウンドデータ等を用いて内挿補間を行うものとする。 

 

２ グラウンドデータは、作業地域の外周を格子間隔の１０倍以上の距離を延伸した範囲について作成する

ものとする。 

３ 「フィルタリング」とは、地表面以外のデータを取り除く作業をいう。対象項目は、次表を標準とする。 

交通施設 

道路施設等 道路橋（長さ５ｍ 以上）、高架橋、横断歩道橋照明灯、信号灯、道路情報板等 

鉄 道 施 設 鉄道橋（長さ５ｍ 以上）、高架橋（モノレールの高架橋含む）、跨
こ

線橋、プラッ

トホーム、プラットホーム上屋、架線支柱、信号灯支柱 
移 動 体 駐車車両、鉄道車両、船舶 

建 物 等 建 物 及 び 
付属施設等 

一般住宅、工場、倉庫、公共施設、駅舎、無壁舎、温室、ビニールハウス、 
競技場のスタンド、門、プール（土台部分含む）、へい 

小 物 体  記念碑、鳥居、貯水槽、肥料槽、給水塔、起重機、煙突、高塔、電波塔、灯台、

灯標、輸送管（地上、空間）、送電線 

水 部 等 水部に関する 
構 造 物 浮き桟橋、水位観測施設、河川表示板 

植  生  樹木※１、竹林※１、生垣※１ 

そ の 他 そ の 他 大規模な改変工事中の地域※２、地下鉄工事等の開削部、資材置場等の材料、

資材 

備  考 
※１ 地表面として、判断できる部分は可能な限り採用するものとする。 

※２ 地表面として、ほぼ恒久的であると判断できるものは採用するものとする。 

 

４ 大規模な地表遮蔽部分のフィルタリングにおいて、地形表現に不具合が生じる場合は、周囲のフィルタ

リングしていないグラウンドデータ等を用いて内挿補間を行うものとする。 

 
 
 
読点の追加 

（既存データとの整合） 

第４４１条 既存データとの整合は、既存データとグラウンドデータとの重複区間を設定して比較及び点検

を行うものとする。 

２ 点検箇所は、調整用基準点及び地表遮蔽物の影響が少ないグラウンド、空き地、道路、公園等で平坦な

箇所を対象とし、国土基本図の図郭単位ごとに１箇所以上、１箇所当たりの計測数が１００点以上存在す

ることを原則とする。 

３ 点検は、次のとおり行うものとする。 

一 重複範囲内のグラウンドデータを平均化し比較する。 

二 較差の平均値及び標準偏差を求める。 

三 標準偏差が３０センチメートル以上の場合は、オリジナルデータ等も考慮した原因を調査した上、再

計算処理又は再計測等の是正措置を講じる。 

四 既存データとしてグラウンドデータがない場合は、既存データのグリッドデータとの較差に代えるこ

とができる。 

五 点検結果は、既存データ検証結果表に整理する。 

 

（既存データとの整合） 

第４４１条 既存データとの整合は、既存データとグラウンドデータとの重複区間を設定して比較及び点検

を行うものとする。 

２ 点検箇所は、調整用基準点及び地表遮蔽物の影響が少ないグラウンド、空き地、道路、公園等で平坦な

箇所を対象とし、国土基本図の図郭単位ごとに１箇所以上、１箇所あたりの計測数が１００点以上存在す

ることを原則とする。 

３ 点検は、次のとおり行うものとする。 

一 重複範囲内のグラウンドデータを平均化し比較する。 

二 較差の平均値及び標準偏差を求める。 

三 標準偏差が３０センチメートル以上の場合は、オリジナルデータ等も考慮した原因を調査した上、再

計算処理又は再計測等の是正措置を講じる。 

四 既存データとしてグラウンドデータがない場合は、既存データのグリッドデータとの較差に代えるこ

とができる。 

五 点検結果は、既存データ検証結果表に整理する。 

 
 
 
 
表現の変更 



第４編 三次元点群測量 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

第４編 三次元点群測量 第４編 三次元点群測量 
新編を追

加 

第１章 通 則 第１章 通 則  

第１節 要旨 第１節 要旨  
（要旨） 

第４８３条 本編は、三次元点群測量の作業方法等を定めるものとする。 

２ 「三次元点群測量」とは、応用測量等に用いる三次元点群データを作成する作業をいう。 

３ 「三次元点群データ」とは、地形を表す三次元の座標データ及びその内容を表す属性データを、計算処理が

可能な形態で表現したものをいう。 

４ 「観測時期間の標高の較差」とは、異なる時期で取得された三次元点群データの高さ方向の変化量をいう。 

 

（要旨） 

第４８３条 本編は、三次元点群測量の作業方法等を定めるものとする。 

２ 「三次元点群測量」とは、応用測量等に用いる三次元点群データを作成する作業をいう。 

３ 「三次元点群データ」とは、地形を表す三次元の座標データ及びその内容を表す属性データを、計算処理が

可能な形態で表現したものをいう。 

４ 「標高較差」とは、異なる時期で取得された三次元点群データの高さ方向の変化量をいう。 

 

 
 
 
 
 
表現の変

更 
第２章 地上レーザ点群測量 第２章 地上レーザ点群測量  
第３節 標定点の設置 第３節 標定点の設置  

（要旨） 

第４８９条 本章において「標定点の設置」とは、水平位置及び標高の精度を持った既知点のほかに座標変換に

より地上レーザスキャナに水平位置、標高及び方向を与えるための基準となる点（以下本章において「標定点」

という。）を設置する作業をいい、原則として平面直角座標系で行うものとする。 

 

（要旨） 

第４８９条 本章において「標定点の設置」とは、水平位置と標高の精度を持った既知点のほかに座標変換によ

り地上レーザスキャナに水平位置及び標高並びに方向を与えるための基準となる点（以下本章において「標定

点」という。）を設置する作業をいい、原則として平面直角座標系で行うものとする。 

 

表現の変

更 

第４節 地上レーザ観測 第４節 地上レーザ観測  
（要旨） 

第４９４条 本章において「地上レーザ観測」とは、地上レーザスキャナを用いて地形、地物を観測し、平面直

角座標系に変換してオリジナルデータを作成する作業をいう。 

２ 同一地域において、複数時期の三次元点群データを取得する場合の観測条件は、対象及び観測時期間の標高

の較差の許容範囲に基づき、次表を標準とする。 

対象 
観測時期間の標高の較差 

（標準偏差） 

観測条件 

放射方向の観測点間隔 
最小入射角

[度] 

水平面 5mm 250mm 4 

水平面 10mm 500mm 2 

斜面 20mm 1000mm - 

 

３ 表面に凸凹や、起伏のある地形は、前項を基準として観測時期間の標高の較差の許容範囲及び観測条件を

設定するものとする。 

４ 観測時期間の標高の較差の許容範囲を設定しない場合の観測条件は、三次元点群データの要求密度等に基づ

き設定するものとする。 

 

（要旨） 

第４９４条 本章において「地上レーザ観測」とは、地上レーザスキャナにより地形の方向、距離を観測し、標

定点等により平面直角座標系に変換してオリジナルデータを作成する作業をいう。 

２ 同一地域において、複数時期の三次元点群データを取得する場合の観測条件は、対象及び観測時期間の標高

の較差の許容範囲に基づき、次表を標準とする。 

対象 
標高の較差 

（標準偏差） 

観測条件 

放射方向の観測点間隔 
最小入射角

[度] 

水平面 5mm 250mm 4 

水平面 10mm 500mm 2 

斜面 20mm 1000mm - 

 

３ 表面に凸凹や、起伏のある地形は、前項を基準として標高の較差の許容範囲及び観測条件を設定するものと

する。 

４ 標高の較差の許容範囲を設定しない場合の観測条件等は、三次元点群データの要求密度に基づき設定する

ものとする。 

 

 
表現の整

合 

（器械点と後視点の選定） 

第４９６条 器械点と後視点は、水平位置及び標高の精度を持った既知点並びに標定点（以下本章において「標

定点等」という。）を使用する。 

２ 器械点は、地上レーザスキャナが堅ろうに整置できなければならない。 

 

（器械点と後視点の選定） 

第４９６条 器械点と後視点は、水平位置と標高の精度を持った既知点及び標定点（以下本章において「標定点

等」という。）を使用する。 

２ 器械点は、地上レーザスキャナが堅ろうに整置できなければならない。 

 

 
表現の変

更 

第６節 三次元点群データファイルの作成 第６節 三次元点群データファイルの作成  
（要旨） 

第５０６条 本章において「三次元点群データファイルの作成」とは、製品仕様書に従ってグラウンドデータ又

は変換した構造化データから三次元点群データファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 

 

 

 

２ 三次元点群データ説明書は、付録７を使用することができる。 

 

（要旨） 

第５０６条 本章において「三次元点群データファイルの作成」とは、製品仕様書に従って三次元点群データ又

は構造化したグラウンドデータから三次元点群データファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をい

う。 

２ 三次元点群データファイルは、付録７の数値地形図データ取得分類基準表に規定する数値地形モデル（レイ

ヤ７５）を使用することができる。 

３ 三次元点群データファイル仕様及び三次元点群データ説明書は、付録７の数値地形図データファイル仕様

を使用することができる。 

 

 
表現の整

合 
 
削除 
 
表現の整

合 

第８節 成果等の整理 第８節 成果等の整理  



（成果等） 

第５０９条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 三次元点群データファイル 

二 オリジナルデータ 

三 観測図 

四 精度管理表 

五 品質管理表 

六 メタデータ 

七 その他の資料 

 

（成果等） 

第５０９条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 三次元点群データファイル 

 

二 観測図 

三 精度管理表 

四 品質管理表 

五 メタデータ 

六 その他の資料 

 

 
 
 
追加 

第３章 ＵＡＶ写真点群測量 第３章 ＵＡＶ写真点群測量  
第１節 要旨 第１節 要旨  

（要旨） 

第５１０条 「ＵＡＶ写真点群測量」とは、ＵＡＶにより地形、地物等を撮影し、その数値写真を用いて三次元

点群データを作成する作業をいう。 

 
 
 
 
２ ＵＡＶ写真点群測量は、裸地等の対象物の認識が可能な区域に適用することを標準とする。 
 

（要旨） 

第５１０条 「ＵＡＶ写真点群測量」とは、ＵＡＶにより地形、地物等を撮影し、その数値写真を用いて三次元

点群データを作成する作業をいう。 

２ 作成する三次元点群データの位置精度は、作業範囲において観測した三次元点群データの検証を行う点

（以下本章において「検証点」という。）の位置座標と、この地点に相当する三次元点群データが示す位置座

標のＸ、Ｙ、Ｚ成分の較差の許容範囲により、０．０５メートル以内、０．１０メートル以内又は０．２０

メートル以内のいずれかを標準とする。 
３ ＵＡＶ写真点群測量は、裸地等の対象物の認識が可能な区域に適用することを標準とする。 
 

 
 
 
表現の整

合（項を

別の条へ

移動） 
 

第２節 作業計画 第２節 作業計画  
（要旨） 

第５１２条 作業計画は、第１１条の規定によるほか、工程別に作成するものとする。 
２ 作成する三次元点群データの位置精度は、作業範囲において観測した三次元点群データの検証を行う点

（以下本章において「検証点」という。）の位置座標と、この地点に相当する三次元点群データが示す位置座

標のＸ、Ｙ、Ｚ成分の較差の許容範囲により、０．０５メートル以内、０．１０メートル以内又は０．２０

メートル以内のいずれかを標準とする。 
 

（要旨） 

第５１２条 作業計画は、第１１条の規定によるほか、工程別に作成するものとする。 
 

 
表現の整

合（別の

条から項

の移動） 
 

第３節 標定点及び検証点の設置 第３節 標定点及び検証点の設置  
（標定点及び検証点の配置） 

第５１５条 標定点は、作業地域の形状及び比高が大きく変化するような箇所、撮影コースの設定、地表面の状

態等を考慮しつつ、次の各号のとおり配置するものとする。 
一 標定点は、作業地域を囲むように配置する点（以下「外側標定点」という。）及び作業地域内に配置する

点（以下「内側標定点」という。）で構成する。 

二 外側標定点は、作業地域の外側に配置することを標準とする。 
三 内側標定点は、作業地域内に均等に配置することを標準とする。 
四 標定点の配置間隔は、作成する三次元点群データの位置精度に応じて、以下の表を標準とする。 
なお、外側標定点は３点以上、内側標定点は１点以上設置するものとする。 

位置精度 隣接する外側標定点 
間の距離 

任意の内側標定点とその点 
を囲む各標定点との距離 

0.05ｍ以内 100ｍ以内 200ｍ以内 

0.10ｍ以内 100ｍ以内 400ｍ以内 

0.20ｍ以内 200ｍ以内 600ｍ以内 

 

五 計画時の作業地域内において最も標高の高い地点及び最も標高の低い地点には、標定点を設置すること。

なお、これらの標定点は、外側標定点又は内側標定点の一部とすることができる。 
２ 検証点は、標定点とは別に、次の各号のとおり配置するものとする。 
一 検証点は、標定点からできるだけ離れた場所に、作業地域内に均等に配置することを標準とする。 
二 設置する検証点の数は、設置する標定点の総数の半数以上（１未満の端数があるときは、端数は切り上げ

る。）を標準とする。 
三 検証点は、平坦な場所又は傾斜が一様な場所に配置することを標準とする。 
 

（標定点及び検証点の配置） 

第５１５条 標定点は、作業地域の形状及び比高が大きく変化するような箇所、撮影コースの設定、地表面の状

態等を考慮しつつ、次の各号のとおり配置するものとする。 
一 標定点は、作業地域を囲むように配置する点（以下「外側標定点」という。）及び作業地域内に配置する

点（以下「内側標定点」という。）で構成する。 

二 外側標定点は、作業地域の外側に配置することを標準とする。 
三 内側標定点は、作業地域内に均等に配置することを標準とする。 
四 標定点の配置間隔は、作成する三次元点群データの位置精度に応じて、以下の表を標準とする。 
なお、外側標定点は３点以上、内側標定点は１点以上設置するものとする。 

位置精度 隣接する外側標定点 
間の距離 

任意の内側標定点とその点 
を囲む各標定点との距離 

0.05ｍ以内 100ｍ以内 200ｍ以内 

0.10ｍ以内 100ｍ以内 400ｍ以内 

0.20ｍ以内 200ｍ以内 600ｍ以内 

 

五 作業地域内の最も標高の高い地点及び最も標高の低い地点には、標定点を設置することを標準とする。な

お、これらの標定点は、外側標定点又は内側標定点の一部とすることができる。 
２ 検証点は、標定点とは別に、次の各号のとおり配置するものとする。 
一 検証点は、標定点からできるだけ離れた場所に、作業地域内に均等に配置することを標準とする。 
二 設置する検証点の数は、設置する標定点の総数の半数以上（一未満の端数があるときは、端数は切り上げ

る。）を標準とする。 
三 検証点は、平坦な場所又は傾斜が一様な場所に配置することを標準とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
精度管理

の整理 
 
 
表現の変

更 
 

第７節 三次元点群データファイルの作成 第７節 三次元点群データファイルの作成  



（要旨） 

第５３４条 本章において「三次元点群データファイルの作成」とは、製品仕様書に従ってグラウンドデータ又

は変換した構造化データから三次元点群データファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 
 

 

２ 三次元点群データ説明書は、付録７を使用することができる。 

 

（要旨） 

第５３４条 本章において「三次元点群データファイルの作成」とは、製品仕様書に従ってグラウンドデータ又

は変換した構造化データから三次元点群データファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 
２ 三次元点群データファイルは、付録７の数値地形図データ取得分類基準表に規定する数値地形モデル（レ

イヤ７５）を使用することができる。 

３ 三次元点群データファイル仕様及び三次元点群データ説明書は、付録７の数値地形図データファイル仕様

を使用することができる。 

 

表現の整

合 
 
削除 
 
表現の整

合 

 



第５編 応用測量 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

第５編 応用測量 第５編 応用測量  

第１章 通 則 第１章 通 則  

第１節 要 旨 第１節 要 旨  

（計算結果の表示単位） 

第５４３条 座標値等の計算結果の表示単位等は、次表を標準とする。ただし、用地測量においては第６０４条

第６項の規定を適用する。 

 

区 分 方向角 距 離 標 高 座標値 

単 位 秒 ｍ ｍ ｍ 

位 １ 0.001 0.001 0.001 

２ 計算を計算機で行う場合は、前項に規定する位以上の計算精度を確保し、計算結果は、前項に規定する位の

次の位において四捨五入するものとする。 

３ キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法により標高を求めた場合は、ジオイド・モデルに

より求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正して求めるものとする。 

 

（計算結果の表示単位） 

第５４３条 座標値等の計算結果の表示単位等は、次表を標準とする。ただし、用地測量においては第６０４条

第６項の規定を適用する。 

 

区 分 方向角 距 離 標 高 座標値 

単 位 秒 ｍ ｍ ｍ 

位 １ 0.001 0.001 0.001 

２ 計算を計算機で行う場合は、前項に規定する位以上の計算精度を確保し、計算結果は、前項に規定する位の

次の位において四捨五入するものとする。 

３ キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法により標高を求めた場合は、国土地理院が提供す

るジオイド・モデルにより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正して求めるものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の修

正 

第４章 用地測量 第４章 用地測量  
第５節 境界確認 第５節 境界確認  

（方 法） 

第６０２条 境界確認は、前節の復元測量の結果、公図等転写図、土地調査表等に基づき、現地において関係権

利者立会いの上、境界点を確認し、標杭を設置することにより行うものとする。 

２ 境界確認を行う範囲は、次のとおりとする。 

一 一筆を範囲とする画地 

二 一筆の土地であっても、所有権以外の権利が設定されている場合は、その権利ごとの画地 

三 一筆の土地であっても、その一部が異なった現況地目となっている場合は、現況の地目ごとの画地 

四 一画地にあって、土地に付属するあぜ、溝、その他これらに類するものが存するときは、一画地に含むも

のとする。ただし、一部ががけ地等で通常の用途に供することができないと認められるときは、その部分を

区分した画地 

３ 境界確認に当たっては、各関係権利者に対して、立会いを求める日を定め、事前に通知する。 

４ 境界点に、既設の標識が設置されている場合は、関係権利者の同意を得てそれを境界点とすることができ

る。 

５ 境界確認が完了したときは、土地境界確認書を作成し、関係権利者全員に確認したことの署名押印を求め

る。 

６ 復元杭の位置について地権者の同意が得られた場合は、復元杭の取扱いは計画機関の指示によるものとす

る。 

 

（方 法） 

第６０２条 境界確認は、前節の復元測量の結果、公図等転写図、土地調査表等に基づき、現地において関係権

利者立会いの上、境界点を確認し、標杭を設置することにより行うものとする。 

２ 境界確認を行う範囲は、次のとおりとする。 

一 一筆を範囲とする画地 

二 一筆の土地であっても、所有権以外の権利が設定されている場合は、その権利ごとの画地 

三 一筆の土地であっても、その一部が異なった現況地目となっている場合は、現況の地目ごとの画地 

四 一画地にあって、土地に付属するあぜ、溝、その他これらに類するものが存するときは、一画地に含むも

のとする。ただし、一部ががけ地等で通常の用途に供することができないと認められるときは、その部分を

区分した画地 

３ 境界確認に当たっては、各関係権利者に対して、立会いを求める日を定め、事前に通知する。 

４ 境界点に、既設の標識が設置されている場合は、関係権利者の同意を得てそれを境界点とすることができ

る。 

５ 境界確認が完了したときは、土地境界確認書を作成し、関係権利者全員に確認したことの署名押印を求め

る。 

６ 復元杭の位置について地権者の同意が得られた場合は、復元杭の取り扱いは計画機関の指示によるものと

する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表現の修

正 

 



付録１ 測量機器検定基準 

 

変更後 
令和元年 12 月 13 日公開時からの変更部分は青字下線で表記 

令和元年 12 月 13 日公開時 
現行の作業規程の準則からの変更部分は赤文字で表記 

令和元年 12 月 13 日公開時からの変更する部分は、青字下線で表記 
コメント 

測 量 機 器 検 定 基 準 
 
 
１．適用測量分野 

基準点測量（地形測量及び写真測量及び応用測量において、基準点測量に準ずる測量を含む） 
 
２．測量機器検定基準 
 
２－１ セオドライト 

検 定 項 目 検    定    基    準 

外   観 

＜性能及び測定精度に影響を及ぼす下記の事項＞ 
1)さび、腐食、割れ、きず、凹凸がないこと。 
2)防食を必要とする部分にはメッキ、塗装その他の防食処理がなされているこ
と。 
3)メッキ、塗装が強固で容易にはがれないこと。 
4)光学部品はバルサム切れ、曇り、かび、泡、脈理、きず、砂目、やけ、ごみ
及び増透膜のきず、むらがないこと。 

構   造 

1)鉛直軸、水平軸、合焦機構等可動部分は、回転及び作動が円滑であること。 
2)固定装置は確実であること。 
3)微動装置は作動が良好であること。 
4)光学系は実用上支障をきたすような歪み、色収差がないこと。 
5)気泡管は気泡の移動が円滑で、緩みがないこと。 
6)整準機構は正確で取扱いが容易であること。 
7)本体と三脚は堅固に固定できる機構であること。 
8)十字線は、鮮明かつ正確であること。 

性   能 

＜コリメータ観測による＞ 
１）水平角の精度基準（３方向を３対回２セット(0°,60°,120°及び30°,90°,150°) 

観測による） 

 
 
 
 

機 器 区 分 倍 角 差 観 測 差 セット間較差  
 
 
 

１級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 10″ 5″ 3″ 

２級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 30″ 20″ 12″ 

３級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 60″ 40″ 20″ 

２）鉛直角の精度基準（３方向(＋30°,0°,－30°)を１対回観測による） 

 
 
 
 

機 器 区 分 高度定数の較差 自動補償範囲限度の較差  
 
 
 

１級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 7″ 
視準方向に対して補償範囲 
限度迄傾けて、左記較差内 

２級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 30″ 

３級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 60″ 

３）合焦による視準線の偏位（無限遠,10ｍ,5ｍの３目標を１組とし、正・反 

各々５組の水平角観測による） 

 
 
 
 

機 器 区 分 許 容 範 囲  
 
 
 

１級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 6″ 

２級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 10″ 

３級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 20″ 

 
 
 

測 量 機 器 検 定 基 準 
 
 
１．適用測量分野 

基準点測量（地形測量及び写真測量及び応用測量において、基準点測量に準ずる測量を含む） 
 
２．測量機器検定基準 
 
２－１ セオドライト 

検 定 項 目 検    定    基    準 

外   観 

＜性能及び測定精度に影響を及ぼす下記の事項＞ 
1)さび、腐食、割れ、きず、凹凸がないこと。 
2)防食を必要とする部分にはメッキ、塗装その他の防食処理がなされているこ
と。 
3)メッキ、塗装が強固で容易にはがれないこと。 
4)光学部品はバルサム切れ、曇り、かび、泡、脈理、きず、砂目、やけ、ごみ
及び増透膜のきず、むらがないこと。 

構   造 

1)鉛直軸、水平軸、合焦機構等可動部分は、回転及び作動が円滑であること。 
2)固定装置は確実であること。 
3)微動装置は作動が良好であること。 
4)光学系は実用上支障をきたすような歪み、色収差がないこと。 
5)気泡管は気泡の移動が円滑で、緩みがないこと。 
6)整準機構は正確で取り扱いが容易であること。 
7)本体と三脚は堅固に固定できる機構であること。 
8)十字線は、鮮明かつ正確であること。 

性   能 

＜コリメータ観測による＞ 
１）水平角の精度基準（３方向を３対回２セット(0°,60°,120°及び30°,90°,150°) 

観測による） 

 
 
 
 

機 器 区 分 倍 角 差 観 測 差 セット間較差  
 
 
 

１級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 10″ 5″ 3″ 

２級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 30″ 20″ 12″ 

３級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 60″ 40″ 20″ 

２）鉛直角の精度基準（３方向(＋30°,0°,－30°)を１対回観測による） 

 
 
 
 

機 器 区 分 高度定数の較差 自動補償範囲限度の較差  
 
 
 

１級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 7″ 
視準方向に対して補償範囲 
限度迄傾けて、左記較差内 

２級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 30″ 

３級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 60″ 

３）合焦による視準線の偏位（無限遠,10ｍ,5ｍの３目標を１組とし、正・反 

各々５組の水平角観測による） 

 
 
 
 

機 器 区 分 許 容 範 囲  
 
 
 

１級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 6″ 

２級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 10″ 

３級ｾｵﾄﾞﾗｲﾄ 20″ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の変

更 

 
 



付録２ 公共測量における測量機器の現場試験の基準 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

公共測量における測量機器の現場試験の基準 
 

 

６．検定と同等な検査を行ったとする場合に計画機関に提出すべき書類 

第三者機関による測量機器の検定に代え、作業機関が測量機器の現場試験を国内規格として定められ

た方式を実施することで、検定と同等な検査を行ったこととする場合に計画機関に提出すべき書類は以

下のａ～ｅまでの要求事項に基づき提出する。 

 

 

・第三者機関による測量機器の検定と同等な検査を行ったとする、正当性を保証するために行

う事項 

ａ）定められた間隔又は使用前に、国際又は国家計量標準にトレース可能な計量標準に照らし

て校正又は検査を行う。標準が存在しない場合には、校正又は検査に用いた基準を記録する。 

ｂ）機器の調整をする。又は必要に応じて再調整する。 

ｃ）校正の状態が明確にできる識別をする。 

ｄ）測定した結果が無効になるような操作ができないようにする。 

ｅ）取扱い、保守、保管において、損傷及び劣化しないように保護する。 

さらに、測定機器が要求事項に適合していないことが判明した場合には、組織は、その測

定器でそれまでに測定した結果の妥当性を評価し、記録すること。組織は、その機器及び影

響を受けた製品に対して、適切な処置をとること。校正及び検証の結果の記録を維持するこ

と。 

規定要求事項にかかわる監視及び測定にコンピュータソフトウェアを使う場合には、その

コンピュータソフトウェアによって意図した監視及び測定ができることを確認すること。こ

の確認は、最初に使用するのに先立って実施すること。また、必要に応じて再確認すること。 

 
具体的には以下の書類を機器毎に提出する。（温度計等についても同様とする。） 

 

6-1．国際標準又は国家標準との間にトレース可能な装置により、定期の間隔又は作業開始毎の校正結果

及び国家標準がない場合の校正に用いた基準と校正検査結果 

・測量機器検定装置管理規定 

・測量機器検定装置管理手順書 

・測量機器検定装置校正検査記録 

・測量機器規定 

・測量機器手順書 

・トレーサビリティー体系図 

 

6-2．付録１による外観・構造についての点検結果 

 

6-3．国内規格として定められた方式による測量機器の現場試験結果 

・現場試験観測手簿 

・現場試験結果 

 

 

 

公共測量における測量機器の現場試験の基準 
 

 

６．検定と同等な検査を行ったとする場合に計画機関に提出すべき書類 

第三者機関による測量機器の検定に代え、作業機関が測量機器の現場試験を国内規格として定められ

た方式を実施することで、検定と同等な検査を行ったこととする場合に計画機関に提出すべき書類は以

下のａ～ｅまでの要求事項に基づき提出する。 

 

 

・第三者機関による測量機器の検定と同等な検査を行ったとする、正当性を保証するために行

う事項 

ａ）定められた間隔又は使用前に、国際又は国家計量標準にトレース可能な計量標準に照らし

て校正又は検査を行う。標準が存在しない場合には、校正又は検査に用いた基準を記録する。 

ｂ）機器の調整をする。又は必要に応じて再調整する。 

ｃ）校正の状態が明確にできる識別をする。 

ｄ）測定した結果が無効になるような操作ができないようにする。 

ｅ）取り扱い、保守、保管において、損傷及び劣化しないように保護する。 

さらに、測定機器が要求事項に適合していないことが判明した場合には、組織は、その測

定器でそれまでに測定した結果の妥当性を評価し、記録すること。組織は、その機器及び影

響を受けた製品に対して、適切な処置をとること。校正及び検証の結果の記録を維持するこ

と。 

規定要求事項にかかわる監視及び測定にコンピュータソフトウェアを使う場合には、その

コンピュータソフトウェアによって意図した監視及び測定ができることを確認すること。こ

の確認は、最初に使用するのに先立って実施すること。また、必要に応じて再確認すること。 

 
具体的には以下の書類を機器毎に提出する。（温度計等についても同様とする。） 

 

6-1．国際標準又は国家標準との間にトレース可能な装置により、定期の間隔又は作業開始毎の校正結果

及び国家標準がない場合の校正に用いた基準と校正検査結果 

・測量機器検定装置管理規定 

・測量機器検定装置管理手順書 

・測量機器検定装置校正検査記録 

・測量機器規定 

・測量機器手順書 

・トレーサビリティー体系図 

 

6-2．付録１による外観・構造についての点検結果 

 

6-3．国内規格として定められた方式による測量機器の現場試験結果 

・現場試験観測手簿 

・現場試験結果 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の修

正 

 



付録４ 標準様式 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 
コメン

ト 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

  

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

  

 

 

 

｢印｣の

削除 

 
 

 
 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

  

 

 

 

｢印｣の

削除 

  

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

  

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

  

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

 

  

 

 

 

｢印｣の

削除 

   

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 



 
 

   

 

 

 

｢印｣の

削除 

 

 



 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

   

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

   

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

  

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

  

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 



 
 

 
 

 

 

｢印｣の

削除 

 

  

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 



 
 

  

 

 

 

｢印｣の

削除 

 

 
 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 



 
 

  

 

 

 

｢印｣の

削除 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 

  

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 



 
 

   

 

 

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 



 
 

  

 

 

 

 

｢印｣の

削除 

 

  



 
 

   

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 

   

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

｢印｣の削

除 

 

   

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

｢印｣の削

除 

 

 

  

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 

 



 
 

 

注１．直接水準測量で標高決定されている場合、標高右隣に「（直接水準による）」と記載する。 

２．ＧＮＳＳ測量機による水準測量は、「基準点成果表」を「３級水準点成果表」と記載する。 

３．ＧＮＳＳ測量機による水準測量は、標高右隣に「（ＧＮＳＳ水準による）」と記載する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追加 

様式第３－１ 

基 準 点 成 果 表 そ の １ 
世界測地系（測地成果◯◯◯◯） 

ジオイド・モデル◯◯◯◯ Ver.◯ 

調製   年   月   日  

   

基 準 点 成 果 表 

 

（AREA    ） 

 

 

 

B     X 

L     Y 

 

 

N     H 

 

     柱石長 

     縮尺係数 

視準点の名称 平均方向角 距 離 備 考 

  ｍ  

埋標形式 地 上 地 下 屋 上 
標 識 

番 号 

標 石 

金 属 標 

 

 

注 直接水準測量で標高決定されている場合、標高右隣に「（直接水準による）」と記載する。 

用
紙
の
大
き
さ
は
Ａ
４
判
と
す
る
。 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

｢印｣の削

除 
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｢印｣の削

除 

 



 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 



 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算式の

修正 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算式の

修正 

 



 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算式の

修正 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢印｣の削
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｢印｣の削

除 

 

  

 

 

 

｢印｣の削

除 

 

 



 

付録６ 計算式集 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

2.1.4 距離計算に必要な高低角の補正量を求める計算 

𝛼௜′ ൌ 𝛼௜ ൅ d𝛼௜ 

ただし、 

𝛼௜′ ：補正済みの高低角（𝑖 ൌ 1, 2 以下同じ） 
𝛼௜ ：観測した高低角 
d𝛼௜ ：高低角に対する補正量 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｐ1  ：測距の器械点       Ｐ2  ：反射点 
g   ：測距儀の器械高      m  ：反射鏡高 
ii  ：セオドライトの器械高   fi  ：目標高 
Ｄ  ：測定距離 

 
補正量ｄαiは角度秒で求める。距離の単位はｍ、角度の単位は、度分秒とする。 

 
 
 

2.1.4 距離計算に必要な高低角の補正量を求める計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｐ1  ：測距の器械点       Ｐ2  ：反射点 
g   ：測距儀の器械高      m  ：反射鏡高 
ii  ：セオドライトの器械高   fi  ：目標高 
Ｄ  ：測定距離 

 
補正量ｄαiは角度秒で求める。距離の単位はｍ、角度の単位は、度分秒とする。 

 
 

 

表現の変

更 

 

 

ｄ

ｄ

α

α

1

2

＝

＝

sin

sin

－

－

1

1

(m－f 2＋i 1－g)cosα1

Ｄ

(g－f 1＋i 2－m)cosα2

Ｄ

α
1
 

α
2
 

測距儀点 

反射点 

f 1 

g 
i 1 

f 2 

m 
i 2

Ｄ 

Ｐ
1
 

図２．１ 

Ｐ
2
 

α 
α 
α 
ｄ α 

i

i

i

′ 
′ 

i 
： 観 測 し た 
： 高 低 角 に 対 す る 補 正 量 

： 
： 
α 
補 正 済 み の 高 低 角 

i＋ ｄ α i 

高 低 角 
（ i＝ 1 ， 2 以 下 同 じ ） 

ｄ

ｄ

α

α

1

2

＝

＝

sin

sin

－

－

1

1

(m－f 2＋i 1－g)cosα1

Ｄ

(g－f 1＋i 2－m)cosα2

Ｄ

α
1
 

α
2
 

測距儀点 

反射点 

f 1 

g 
i 1 

f 2 

m 
i 2

Ｄ 

Ｐ
1
 

図２．１ 

Ｐ
2
 



 

 
 
 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

2.4.3 平均計算 

(1) 観測方程式の行列表示 

      Ｖ＝ＡＸ－Ｌ，Ｐ  
     ただし、 
 

 

 

 

 

 

(2) 正規方程式の行列 

      ＮＸ＝Ｕ 
     ただし、 

 

 

(3) 解 

 

 

 

(4) 座標の最確値 

 

 

 

(5) 単位重量当たりの観測値の標準偏差（m0） 

 

 
 

m0 は、角度で表示する。 

     ただし、 
Ｖ

Ｐ

q

Ｔ：

：観測値の重量

：観測方程式の数

Ｖの転置行列 r
n
：方向観測の組の数

：新点の数

 
 

(6) 座標の標準偏差 

 

 

 

 

 
 
 
 

ただし、 

 

 

 

 

 

2.4.3 平均計算 

(1) 観測方程式の行列表示 

      Ｖ＝ＡＸ－Ｌ，Ｐ  
     ただし、 
 

 

 

 

 

 

(2) 標準方程式の行列 

      ＮＸ＝Ｕ 
     ただし、 

 

 

(3) 解 

 

 

 

(4) 座標の最確値 

 

 

 

(5) 単位重量当たりの観測値の標準偏差（m0） 

 

 
 

m0 は、角度で表示する。 

     ただし、 
Ｖ

Ｐ

q

Ｔ：

：観測値の重量

：観測方程式の数

Ｖの転置行列 r
n
：方向観測の組の数

：新点の数

 
 

(6) 座標の標準偏差 

 

 

 

 

 
 
 
 

ただし、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の変

更 

 

 

Ｖ：残差のベクトル

Ａ：係数の行列

Ｘ

Ｌ：定数項のベクトル

Ｐ：重量の行列

：未知数のベクトル 行列要素の配置順位は、それぞれ対応している。

Ｎ＝Ａ

ＡＴ

Ｔ

は、

ＰＡ

Ａ

，

の転置行列

Ｕ＝ＡＴＰＬ

〔Ａ＝(a i j )のとき，ＡＴ＝(a j i )〕である。

Ｘ＝

Ｎ

Ｎ
－１は、Ｎの逆行列である。

－１Ｕ

x
y

i

i

＝

＝

x
y

′

′

i

i

＋Δ

＋Δ

x
y

i

i

m0＝
q－(r＋2n)
Ｖ ＴＰＶ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

x

y

s

＝

＝

＝

Ｍ

Ｐx

m0

Ｐy

m0

Ｍ x
2＋Ｍ y

2

x，Ｍ y，Ｍ sは、長さで表示する。

--------座標の標準偏差

--------Ｙ座標の標準偏差

--------X座標の標準偏差

Ｐ
Ｐ
(注)

x

y

1

：
：Δy
／Ｐ

Δxの重量
の重量

x，1／Ｐyは、逆行列Ｎ －1の対角要素である。

Ｖ：残差のベクトル

Ａ：係数の行列

Ｘ

Ｌ：定数項のベクトル

Ｐ：重量の行列

：未知数のベクトル 行列要素の配置順位は、それぞれ対応している。

Ｎ＝Ａ

ＡＴ

Ｔ

は、

ＰＡ

Ａ

，

の転置行列

Ｕ＝ＡＴＰＬ

〔Ａ＝(a i j )のとき，ＡＴ＝(a j i )〕である。

Ｘ＝

Ｎ

Ｎ
－１は、Ｎの逆行列である。

－１Ｕ

x
y

i

i

＝

＝

x
y

′

′

i

i

＋Δ

＋Δ

x
y

i

i

m0＝
q－(r＋2n)
Ｖ ＴＰＶ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

x

y

s

＝

＝

＝

Ｍ

Ｐx

m0

Ｐy

m0

Ｍ x
2＋Ｍ y

2

x，Ｍ y，Ｍ sは、長さで表示する。

--------座標の標準偏差

--------Ｙ座標の標準偏差

--------X座標の標準偏差

Ｐ
Ｐ
(注)

x

y

1

：
：Δy
／Ｐ

Δxの重量
の重量

x，1／Ｐyは、逆行列Ｎ －1の対角要素である。



 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

  2.6.3 平均計算 

(1) 観測方程式の行列表示は、2.4.3.(1)による。 

(2) 正規方程式の行列は、2.4.3.(2)による。 

(3) 解は 2.4.3.(3)による。 

(4) 標高の最確値 

 

(5) 単位重量当たりの観測値の標準偏差（m0） 

 

 

 

      m0 は、角度で表示する。 

     ただし、記号は 2.4.3.(5)と同じである。 

(6) 標高の標準偏差（Ｍh）      
 

 

 

 

 
 
 
 

  2.6.3 平均計算 

(1) 観測方程式の行列表示は、2.4.3.(1)による。 

(2) 標準方程式の行列は、2.4.3.(2)による。 

(3) 解は 2.4.3.(3)による。 

(4) 標高の最確値 

 

(5) 単位重量当たりの観測値の標準偏差（m0） 

 

 

 

      m0 は、角度で表示する。 

     ただし、記号は 2.4.3.(5)と同じである。 

(6) 標高の標準偏差（Ｍh）      
 

 

 

 

 

 

 

 

表現の変

更 

 

 

Ｈi＝Ｈ ′i＋Δh i

m0＝
Ｖ ＴＰＶ

q－n

Ｍ

Ｍ

ただし、Ｐ

h

h

＝

は、長さで表示する。

Ｐh

m0

h：Δhの重量

Ｈi＝Ｈ ′i＋Δh i

m0＝
Ｖ ＴＰＶ

q－n

Ｍ

Ｍ

ただし、Ｐ

h

h

＝

は、長さで表示する。

Ｐh

m0

h：Δhの重量



 

付録７ 公共測量標準図式 数値地形図データファイル仕様 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

第３章 写真地図データファイル仕様 第３章 写真地図データファイル仕様  

第１節 通 則 第１節 通 則  

（点群データの特例） 

第１００条 点群データは、数値地形図データファイル仕様の他に、製品仕様書に従ってＣＳＶ形式等のテキス

ト形式又はＬＡＳ形式とすることができる。 

 

 条を追加 

以下条番

号の繰り

下げ 

（図郭割り） 

第１０１条 写真地図データファイルの格納は、国土基本図の図郭を基本とした図郭単位とし、適宜分割するこ

とができる。 

２ 写真地図データファイルの位置情報を付加するためのインデックスファイルとして、位置情報ファイルを図

郭ごとに作成する。 

 

（図郭割り） 

第１００条 写真地図データファイルの格納は、国土基本図の図郭を基本とした図郭単位とし、適宜分割するこ

とができる。 

２ 写真地図データファイルの位置情報を付加するためのインデックスファイルとして、位置情報ファイルを

図郭ごとに作成する。 

 

 

第２節 写真地図データファイル 第２節 写真地図データファイル  

（ファイル仕様） 

第１０２条 写真地図データファイルは、原則として非圧縮 TIFF 仕様で格納するものとする。 

 

（ファイル仕様） 

第１０１条 写真地図データファイルは、原則として非圧縮 TIFF 仕様で格納するものとする。 

 

 

（ファイル命名則） 

第１０３条 写真地図データファイルの名称は、数値地形図データファイル名称に準じる。 

２ 写真地図データファイルの拡張子は、TIF とする。 

 

（ファイル命名則） 

第１０２条 写真地図データファイルの名称は、数値地形図データファイル名称に準じる。 

２ 写真地図データファイルの拡張子は、TIF とする。 

 

 

第３節 位置情報ファイル 第３節 位置情報ファイル  

（ファイル仕様） 

第１０４条 位置情報ファイルは、原則としてワールドファイル仕様で格納するものとする。 

２ ワールドファイル仕様は、次の各号による。 

一 画像座標系から平面直角座標系へ変換を行う際の、アフィン変換の６パラメータ(a から f)を順番に各１

行で記述する。 

アフィン変換は、次式で表される。 

x’ = ax + cy + e 

y’ = bx + dy + f 

ここで、 

 x’：平面直角座標系の x座標（数学系-東西、単位：ｍ） 

 y’：平面直角座標系のｙ座標（数学系-南北、単位：ｍ） 

 x：画像座標系のｘ座標（カラム又は列、単位：画素） 

 y：画像座標系のｙ座標（ロウ又は行、単位：画素） 

 a ～ f ：アフィン変数 

 

二 画像座標の原点は、下図に示す左上画素の中心を原点とする。 

 
 

（ファイル仕様） 

第１０３条 位置情報ファイルは、原則としてワールドファイル仕様で格納するものとする。 

２ ワールドファイル仕様は、次の各号による。 

一 画像座標系から平面直角座標系へ変換を行う際の、アフィン変換の６パラメータ(a から f)を順番に各１

行で記述する。 

アフィン変換は、次式で表される。 

x’ = ax + cy + e 

y’ = bx + dy + f 

ここで、 

 x’：平面直角座標系の x座標（数学系-東西、単位：ｍ） 

 y’：平面直角座標系のｙ座標（数学系-南北、単位：ｍ） 

 x：画像座標系のｘ座標（カラム又は列、単位：画素） 

 y：画像座標系のｙ座標（ロウ又は行、単位：画素） 

 a ～ f ：アフィン変数 

 

二 画像座標の原点は、下図に示す左上画素の中心を原点とする。 

 
 

 

（ファイル命名則） （ファイル命名則）  

 

x

y  

x

y



第１０５条 ワールドファイルの名称は、写真地図データファイル名称に準じる。 

２ ワールドファイルの拡張子は、TFW とする。 

 

第１０４条 ワールドファイルの名称は、写真地図データファイル名称に準じる。 

２ ワールドファイルの拡張子は、TFW とする。 

 

第４章 数値地形図データファイル説明書 第４章 数値地形図データファイル説明書  

（作業地域表） 

第１０６条 作業地域表は、一作業につき一表を作成する。 

２ 図郭割り標定図は、別途作成する。 

３ 特記事項に関しては、仕様等の特記すべき事項を記述する。 

 

（作業地域表） 

第１０５条 作業地域表は、一作業につき一表を作成する。 

２ 図郭割り標定図は、別途作成する。 

３ 特記事項に関しては、仕様等の特記すべき事項を記述する。 

 

 

（データ管理表） 

第１０７条 データ管理表は、一作業につき一表を作成する。 

 

（データ管理表） 

第１０６条 データ管理表は、一作業につき一表を作成する。 

 

 

（データ更新記録表） 

第１０８条 数値地形図データファイルの更新（修正測量）を行った場合に、その履歴を記録する。 

 

（データ更新記録表） 

第１０７条 数値地形図データファイルの更新（修正測量）を行った場合に、その履歴を記録する。 

 

 

（記録媒体記録票） 

第１０９条 数値地形図データファイルを記録媒体に記録した場合に、その記録媒体に貼付する。 

 

（記録媒体記録票） 

第１０８条 数値地形図データファイルを記録媒体に記録した場合に、その記録媒体に貼付する。 

 

 

（ユーザー領域説明書） 

第１１０条 各レコードの空き領域を使用した場合には、その使用したカラム、書式とともに、その内容を記述

する。 

 

（ユーザー領域説明書） 

第１０９条 各レコードの空き領域を使用した場合には、その使用したカラム、書式とともに、その内容を記述

する。 

 

 

（データ項目別オプションリスト） 

第１１１条 数値地形図データ取得分類基準表以外の分類を使用した場合、作業規程の準則で規定されていな

い、又はオプションとして規定されている方法で作成したデータ項目について、そのオプションの内容を記述

する。 

２ 注記表示情報とは、字大・字隔・線号を示す。 

３ オプションリストに関する付属書類は、必要に応じて作成する。 

 

（データ項目別オプションリスト） 

第１１０条 数値地形図データ取得分類基準表以外の分類を使用した場合、作業規程の準則で規定されていな

い、又はオプションとして規定されている方法で作成したデータ項目について、そのオプションの内容を記述

する。 

２ 注記表示情報とは、字大・字隔・線号を示す。 

３ オプションリストに関する付属書類は、必要に応じて作成する。 

 

 

（属性区分表） 

第１１２条 属性データを用いた場合には、属性区分を設定し、その内容を属性区分表に整理するものとする。 

 

（属性区分表） 

第１１１条 属性データを用いた場合には、属性区分を設定し、その内容を属性区分表に整理するものとする。 

 

 

（外字記録表） 

第１１３条 数値地形図データファイル作成時に外字を使用することが望ましい文字がある場合には、外字記録

票に記録するものとする。 

 

（外字記録表） 

第１１２条 数値地形図データファイル作成時に外字を使用することが望ましい文字がある場合には、外字記

録票に記録するものとする。 

 

 

第５章 三次元点群データ説明書 第５章 三次元点群データ説明書  

（要旨） 

第１１４条 点群データは、製品仕様書に従ってＣＳＶ形式等のテキスト形式又はＬＡＳ形式を使用することが

でき、数値地形図データファイル以外のファイル仕様で格納する場合には、三次元点群データ説明書を作成す

るものとする。 

２ 三次元点群データ説明書に記載する情報は、次の各号のとおりとする。 

一 基本情報 

二 観測情報 

 

（要旨） 

第１１３条 三次元点群データを数値地形図データファイル以外のファイル仕様に格納する場合には、三次元

点群データ説明書を作成するものとする。 

 

２ 三次元点群データ説明書に記載する情報は、次の各号のとおりとする。 

一 基本情報 

二 観測情報 

 

 

表現の変

更 

（基本情報） 

第１１５条 基本情報は、次の各号を標準とする。 

一 地図情報レベル又は精度基準（要求精度） 

二 公共測量承認番号 

三 測地成果識別 

四 測量手法 

五 使用機器 

六 観測年月 

七 観測密度 

八 データ構造 

九 点間隔 

（基本情報） 

第１１４条 基本情報は、次の各号を標準とする。 

一 地図情報レベル又は精度基準（要求精度） 

二 公共測量承認番号 

三 測地成果識別 

四 測量手法 

五 使用機器 

六 観測年月 

七 観測密度 

八 データ構造 

九 点間隔 

 



十 座標値の単位 

十一 ファイル仕様 

 

十 座標値の単位 

十一 ファイル仕様 

 

（観測情報） 

第１１６条 観測情報は、作業範囲、測線・設置位置、植生や障害物の位置など、観測状況が判断できるものを

記載する。 

 

（観測情報） 

第１１５条 観測情報は、作業範囲、測線・設置位置、植生や障害物の位置など、観測状況が判断できるものを

記載する。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

表現の変

更 

データ項目別オプションリスト 
 
オプション 

項目 
 
 
表現分類 
（名称） 

使
用
し
て
い
る 

分
類
コ
ー
ド 

本
規
程
の 分

類
コ
ー
ド 

転
位
区
分 

間
断
区
分 

＊
グ
ル
ー
ピ
ン
グ 

＊
方
向
性 

＊
属
性
デ
ー
タ 

＊
注
記
表
示
情
報 

地
図
記
号 摘要 

           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
注．採用したオプションの項目（＊の欄）に○印を付す。 

 

データ項目別オプションリスト 
 
オプション 

項目 
 
 
表現分類 
（名称） 

使
用
し
て
い
る 

分
類
コ
ー
ド 

本
規
程
の 分

類
コ
ー
ド 

転
位
区
分 

間
断
区
分 

＊
グ
ル
ー
ピ
ン
グ 

＊
方
向
性 

＊
属
性
デ
ー
タ 

＊
注
記
表
示
情
報 

地
図
記
号 摘要 

           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
注．＊の欄（オプション）は、オプションを採用した場合に○印を付す。 

 
表現の変

更 

 
   

記 録 媒 体 記 録 票 
ボリューム番号  

地 域 名  

文 字 コ ー ド  

記 録 媒 体  

記 憶 容 量  

レ コ ー ド 長  

記 録 形 式  

フ ァ イ ル 数  

備 考  

 

記 録 媒 体 記 録 票 
ボリューム番号  
地 域 名  
文 字 コ ー ド Shift-JIS 
記 録 媒 体 CD_ROM, MO, DVD 等 
記 憶 容 量 Mbyte 
レ コ ー ド 長  
記 録 形 式 テキスト形式 
フ ァ イ ル 数  
備 考  

 



付属資料 公共測量標準図式 数値地形図データファイル仕様 

  

改  正  案 現  行 （平成 28 年 3 月 31 日改正） コメント 

(2)図郭レコード（a） (2)図郭レコード（a）  

 
 

レコードタイプ・・・・・・「Ｍ△」に固定 

図郭識別番号・・・・・・・当該図郭の番号（英数字） 

図郭名称・・・・・・・・・当該図郭の図郭名称 

地図情報レベル・・・・・・作業規程の準則第 3編第 1章第 106 条に従う。 

タイトル名・・・・・・・・当該図郭のタイトル名（例："○○市都市計画基本図"） 

修正回数・・・・・・・・・図郭の修正作業を行った回数、新規作成時は修正回数 0（ゼロ） 

バージョン・・・・・・・・データファイル仕様のバージョンで、本仕様では２ 

空き領域区分・・・・・・・空き領域をユーザーが利用した場合の区分 

               0 ：利用していない。 

n ：利用している（1≦ｎ≦9）。nの値はユーザーで管理する番号 

 

 
 

レコードタイプ・・・・・・「Ｍ△」に固定 

図郭識別番号・・・・・・・当該図郭の番号（英数字） 

図郭名称・・・・・・・・・当該図郭の図郭名称 

地図情報レベル・・・・・・作業規程の準則第 3編第 1章第 80 条に従う。 

タイトル名・・・・・・・・当該図郭のタイトル名（例："○○市都市計画基本図"） 

修正回数・・・・・・・・・図郭の修正作業を行った回数、新規作成時は修正回数 0（ゼロ） 

バージョン・・・・・・・・データファイル仕様のバージョンで、本仕様では２ 

空き領域区分・・・・・・・空き領域をユーザーが利用した場合の区分 

               0 ：利用していない。 

n ：利用している（1≦ｎ≦9）。nの値はユーザーで管理する番号 

 

 

 

 

 

 

 

表現の変

更 

(2)図郭レコード（b） (2)図郭レコード（b）  

 

 
図郭座標（1）・・・・・・・・当該図郭の左下隅及び右上隅の、Ｘ，Ｙ座標で、単位はｍ（メートル） 

要素数・・・・・・・・・・・当該図郭に含まれる全要素数 

レコード数・・・・・・・・・当該図郭ファイルの図郭レコードを除く全レコード数 

座標値の単位・・・・・・・・座標データの単位を記述する。 

地図情報レベル 500 及び 1000 では「  1」･･････使用している座標値が｢㎜｣

単位であることを示す 

地図情報レベル 2500 及び 5000 では「 10」･･････使用している座標値が｢㎝｣

単位であることを示す 

地図情報レベル    10000 では「 999」･････使用している座標値が｢ｍ｣

単位であることを示す 

図郭座標（2）・・・・・・・・当該図郭の左上隅及び右下隅の、Ｘ，Ｙ座標で、単位はｍ（メートル） 

レコード数反復回数・・・・・レコード数が 7 桁を超える場合に用いる。（1～9,999,999 が 1、10,000,000～

19,999,999 が 2、20,000,000～29,999,999 が 3、・・・・）。 

 

 

 
図郭座標（1）・・・・・・・・当該図郭の左下隅及び右上隅の、Ｘ，Ｙ座標で、単位はｍ（メートル） 

要素数・・・・・・・・・・・当該図郭に含まれる全要素数 

レコード数・・・・・・・・・当該図郭ファイルの図郭レコードを除く全レコード数 

座標値の単位・・・・・・・・座標データの単位を記述する。 

地図情報レベル 500 及び 1000 では「  1」･･････使用している座標値が｢㎜｣

単位であることを示す 

地図情報レベル 2500 及び 5000 では「 10」･･････使用している座標値が｢㎝｣

単位であることを示す 

地図情報レベル    10000 では「 999」･････使用している座標値が｢ｍ｣

単位であることを示す 

図郭座標（2）・・・・・・・・当該図郭の左上隅及び右下隅の、Ｘ，Ｙ座標で、単位はｍ（メートル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追加 

 (2) 図郭レコード(a)

I1 I1A2 A8 A20 I5 A30 I2

レ
コ
ー

ド
タ
イ
プ

10 20 30 40 50 60

空き領域

地
図
情
報
レ
ベ
ル

タイトル名

 
修
正
回
数

図郭識別番号 図郭名称

バ
ー

ジ

ョ
ン

空
き
領
域
区
分

15X

70 80

 (2) 図郭レコード(a)

I1 I1A2 A8 A20 I5 A30 I2

レ
コ
ー

ド
タ
イ
プ

10 20 30 40 50 60

空き領域

地
図
情
報
レ
ベ
ル

タイトル名

 
修
正
回
数

図郭識別番号 図郭名称

バ
ー

ジ

ョ
ン

空
き
領
域
区
分

15X

70 80

 (2) 図郭レコード(b)

I7 I7

（ｍ） （ｍ） （ｍ）

I7 I7 I7 I7I7

Ｘ Ｙ

レ
コ
ー

ド
数
反
復
回
数

I3I7 I7 6X

空
き
領
域

図郭座標(2)

Ｘ Ｙ

右下図郭座標

I3 I6 I3

（ｍ）

空
き
領
域

図郭座標(1)

右上図郭座標左下図郭座標 左上図郭座標

要
素
数

レ
コ
ー

ド
数

座
標
値
の
単
位 Ｘ

（ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ）

Ｘ Ｙ

 (2) 図郭レコード(b)

I7 I7

（ｍ） （ｍ） （ｍ）

I7 I7 I7 I7I7

Ｘ Ｙ

レ
コ
ー

ド
数
反
復
回
数

I3I7 I7 6X

空
き
領
域

図郭座標(2)

Ｘ Ｙ

右下図郭座標

I3 I6 I3

（ｍ）

空
き
領
域

図郭座標(1)

右上図郭座標左下図郭座標 左上図郭座標
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(4)要素レコード (4)要素レコード  

 
 

レコードタイプ・・・・・・・データタイプによって区分される 

地図分類コード・・・・・・・数値地形図の情報体系コード 

分類コード・・・・・・・・取得分類基準表に基づく分類コード 

地域分類コード・・・・・・地図情報の属する位置的特性による分類で、必要に応じて利用者が任意に定

義するコード（選択項目） 

情報分類コード・・・・・・地図情報の利用目的による分類で、必要に応じて利用者が任意に定義するコ

ード（選択項目） 

要素識別番号・・・・・・・・（3）要素グループヘッダレコードを参照 

階層レベル・・・・・・・・・当該レコードの階層上の位置 

図形区分・・・・・・・・・・図面出力上必要な区分 

実データ区分・・・・・・・・直後に来る実データレコードの区分コード 

精度区分・・・・・・・・・・要素ごとのデータの精度 

注記区分・・・・・・・・・・漢字か英数字かの区分 

転位区分・・・・・・・・・・転位処理フラグが 1のとき、図面出力において適用される区分 

 0 ：転位されない。 

 ｎ ：データの方向に対して右側に転位する。（1≦ｎ≦9） 

-ｎ ：データの方向に対して左側に転位する。（1≦ｎ≦9） 

取得分類コードに応じて優先順位の高い方ものから 1，2，・・，ｎと記述 

間断区分・・・・・・・・・・間断処理フラグが 1のとき、図面出力において適用される区分 

取得分類コードに応じて優先順位の高いものから 1，2，・・，ｎと記述 

データ数・・・・・・・・・・データタイプによって記述が異なる。 

E1～E6 ：座標数   E7 ：文字数    E8 ：属性数 

E5 は、記号の場合は０，標高点群の場合は点数が入る。 

レコード数・・・・・・・・・当該要素が持つ実データレコード数 

代表点の座標値・・・・・・・図形の代表となる点、記号や注記の指示座標 

E5 ：データ数が 0のとき、その点の座標値 

E7 ：始点座標（横書きでは最初の文字の左下座標、縦書きでは最初の文

字の左上座標） 

属性数値・・・・・・・・・・図形の代表となる数値、等高線や基準点の標高で、mm 単位で記述 

属性区分・・・・・・・・・・利用者が独自に設ける区分で、別途属性区分表にて解説 

属性データの書式・・・・・・属性レコードを持つ場合の、そのレコードに記述されている内容の書式、Fortran

形式で記述 

取得年月・・・・・・・・・・・当該要素が最初に取得された年月、西暦の下 2桁及び月で表現(未入力は"0000") 

更新の取得年月・・・・・・・追加形式でファイルを更新する際に用い、当該要素が修正された年月、西暦の下

2桁及び月で表現（選択項目）(未入力は"0000") 

消去年月・・・・・・・・・・追加形式でファイルを更新する際に用い、当該要素が存在しなくなったことが確

認された年月、西暦の下 2桁及び月で表現（選択項目）(未入力は"0000") 

要素識別番号反復回数・・・・要素識別番号が 4桁を超える場合に用いる。（1～9,999 が 1、10,000～19,999 が

2、20,000～29,999 が 3、・・・・。通常は 10,000 未満のために 1となる。） 

 

 
 

レコードタイプ・・・・・・・データタイプによって区分される 

地図分類コード・・・・・・・数値地形図の情報体系コード 

分類コード・・・・・・・・取得分類基準表に基づく分類コード 

地域分類コード・・・・・・地図情報の属する位置的特性による分類で、必要に応じて利用者が任意に定

義するコード（選択項目） 

情報分類コード・・・・・・地図情報の利用目的による分類で、必要に応じて利用者が任意に定義するコ

ード（選択項目） 

要素識別番号・・・・・・・・（3）要素グループヘッダレコードを参照 

階層レベル・・・・・・・・・当該レコードの階層上の位置 

図形区分・・・・・・・・・・図面出力上必要な区分 

実データ区分・・・・・・・・直後に来る実データレコードの区分コード 

精度区分・・・・・・・・・・要素ごとのデータの精度 

注記区分・・・・・・・・・・漢字か英数字かの区分 

転位区分・・・・・・・・・・転位処理フラグが 1のとき、図面出力において適用される区分 

 0 ：転位されない。 

 ｎ ：データの方向に対して右側に転位する。（1≦ｎ≦9） 

-ｎ ：データの方向に対して左側に転位する。（1≦ｎ≦9） 

取得分類コードに応じて優先順位の高い方ものから 1，2，・・，ｎと記述 

間断区分・・・・・・・・・・間断処理フラグが 1のとき、図面出力において適用される区分 

取得分類コードに応じて優先順位の高いものから 1，2，・・，ｎと記述 

データ数・・・・・・・・・・データタイプによって記述が異なる。 

E1～E6 ：座標数   E7 ：文字数    E8 ：属性数 

E5 は、記号の場合は０，標高点群の場合は点数が入る。 

レコード数・・・・・・・・・当該要素が持つ実データレコード数 

代表点の座標値・・・・・・・図形の代表となる点、記号や注記の指示座標 

E5 ：データ数が 0のとき、その点の座標値 

E7 ：始点座標（横書きでは最初の文字の左下座標、縦書きでは最初の文

字の左上座標） 

属性数値・・・・・・・・・・図形の代表となる数値、等高線や基準点の標高で、mm 単位で記述 

属性区分・・・・・・・・・・利用者が独自に設ける区分で、別途属性区分表にて解説 

属性データの書式・・・・・・属性レコードを持つ場合の、そのレコードに記述されている内容の書式、Fortran

形式で記述 

取得年月・・・・・・・・・・・当該要素が最初に取得された年月、西暦の下 2桁及び月で表現(未入力は"0000") 

更新の取得年月・・・・・・・追加形式でファイルを更新する際に用い、当該要素が修正された年月、西暦の下

2桁及び月で表現（選択項目）(未入力は"0000") 

消去年月・・・・・・・・・・追加形式でファイルを更新する際に用い、当該要素が存在しなくなったことが確

認された年月、西暦の下 2桁及び月で表現（選択項目）(未入力は"0000") 

要素識別番号反復回数・・・・要素識別番号が 4桁を超える場合に用いる。（1～9,999 が 1、10,000～19,999 が

2、20,000～29,999 が 3、・・・・。通常は 10,000 を超えないために 1となる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の変

更 

 (4) 要素レコード

I1 I1 I1 I1

10 20 30 40 50 60 70 80

A2 I4 I2

属性データの書式

取

得

年

月

更

新

の

取

得
年

月

消

去

年

月

I7 or 7X

注

記

区

分

転
位
区
分

間
断
区
分

レ

コ
ー

ド

タ

イ

プ

地図分類コード 要
素
識
別
番
号

階
層
レ
ベ
ル

図
形
区
分

空き領域

要

素

識

別

番
号

反

復

回

数

分類
コード

地

域

分

類

情

報

分

類

Ｘ Y
レ

イ

ヤ 項

目

デ
ー

タ
数

レ
コ
ー

ド
数

代表点の座標値
属
性
数
値

属

性

区

分

実
デ
ー

タ
区
分

精
度
区
分

I4 I4 I2 I2 I2 I2 I4 I4 I7 I7 ６ＸI2 A7 A4 A4 A4

 (4) 要素レコード

I1 I1 I1 I1

10 20 30 40 50 60 70 80

A2 I4 I2

属性データの書式

取

得

年

月

更

新

の
取

得

年

月

消

去

年

月

I7 or 7X

注

記

区

分

転
位
区
分

間
断
区
分

レ

コ
ー

ド

タ

イ

プ

地図分類コード 要
素
識
別
番
号

階
層
レ
ベ
ル

図
形
区
分

空き領域

要

素

識
別

番

号

反

復

回

数

分類
コード

地

域

分

類

情

報

分

類

Ｘ Y
レ

イ

ヤ 項

目

デ
ー

タ
数

レ
コ
ー

ド
数

代表点の座標値
属
性
数
値

属

性

区

分

実
デ
ー

タ
区
分

精
度
区
分

I4 I4 I2 I2 I2 I2 I4 I4 I7 I7 ６ＸI2 A7 A4 A4 A4



 

(5)グリッドヘッダレコード (5)グリッドヘッダレコード  

 
 

レコードタイプ・・・・・・・データタイプによって区分される 

地図分類コード・・・・・・・数値地形図の情報体系コード 

分類コード・・・・・・・・取得分類基準表に基づく分類コード 

地域分類コード・・・・・・地図情報の属する位置的特性による分類で、必要に応じて利用者が任意に定

義するコード（選択項目） 

情報分類コード・・・・・・地図情報の利用目的による分類で、必要に応じて利用者が任意に定義するコ

ード（選択項目） 

要素識別番号・・・・・・・・（3）要素グループヘッダレコードを参照 

階層レベル・・・・・・・・・当該レコードの階層上の位置 

図形区分・・・・・・・・・・図面出力上必要な区分 

実データ区分・・・・・・・・直後に来る実データレコードの区分コード 

精度区分・・・・・・・・・・要素ごとのデータの精度 

注記区分・・・・・・・・・・漢字か英数字かの区分 

転位区分・・・・・・・・・・転位処理フラグが 1のとき、図面出力において適用される区分 

 0 ：転位されない。 

 ｎ ：データの方向に対して右側に転位する。（1≦ｎ≦9） 

-ｎ ：データの方向に対して左側に転位する。（1≦ｎ≦9） 

取得分類コードに応じて優先順位の高い方ものから 1，2，・・，ｎと記述 

間断区分・・・・・・・・・・間断処理フラグが 1のとき、図面出力において適用される区分 

取得分類コードに応じて優先順位の高いものから 1，2，・・，ｎと記述 

データ数・・・・・・・・・・データタイプによって記述が異なる。 

E1～E6 ：座標数   E7 ：文字数    E8 ：属性数 

E5 は、記号の場合は０，標高点群の場合は点数が入る。 

レコード数・・・・・・・・・当該要素が持つ実データレコード数 

代表点の座標値・・・・・・・図形の代表となる点、記号や注記の指示座標 

E5 ：データ数が 0のとき、その点の座標値 

E7 ：始点座標（横書きでは最初の文字の左下座標、縦書きでは最初の文

字の左上座標） 

属性数値・・・・・・・・・・図形の代表となる数値、等高線や基準点の標高で、mm 単位で記述 

属性区分・・・・・・・・・・利用者が独自に設ける区分で、別途属性区分表にて解説 

属性データの書式・・・・・・属性レコードを持つ場合の、そのレコードに記述されている内容の書式、Fortran

形式で記述 

取得年月・・・・・・・・・・・当該要素が最初に取得された年月、西暦の下 2桁及び月で表現(未入力は"0000") 

更新の取得年月・・・・・・・追加形式でファイルを更新する際に用い、当該要素が修正された年月、西暦の下

2桁及び月で表現（選択項目）(未入力は"0000") 

消去年月・・・・・・・・・・追加形式でファイルを更新する際に用い、当該要素が存在しなくなったことが確

認された年月、西暦の下 2桁及び月で表現（選択項目）(未入力は"0000") 

要素識別番号反復回数・・・・要素識別番号が 4桁を超える場合に用いる。（1～9,999 が 1、10,000～19,999 が

2、20,000～29,999 が 3、・・・・。通常は 10,000 未満のために 1となる。） 

 

 
 

レコードタイプ・・・・・・・データタイプによって区分される 

地図分類コード・・・・・・・数値地形図の情報体系コード 

分類コード・・・・・・・・取得分類基準表に基づく分類コード 

地域分類コード・・・・・・地図情報の属する位置的特性による分類で、必要に応じて利用者が任意に定

義するコード（選択項目） 

情報分類コード・・・・・・地図情報の利用目的による分類で、必要に応じて利用者が任意に定義するコ

ード（選択項目） 

要素識別番号・・・・・・・・（3）要素グループヘッダレコードを参照 

階層レベル・・・・・・・・・当該レコードの階層上の位置 

図形区分・・・・・・・・・・図面出力上必要な区分 

実データ区分・・・・・・・・直後に来る実データレコードの区分コード 

精度区分・・・・・・・・・・要素ごとのデータの精度 

注記区分・・・・・・・・・・漢字か英数字かの区分 

転位区分・・・・・・・・・・転位処理フラグが 1のとき、図面出力において適用される区分 

 0 ：転位されない。 

 ｎ ：データの方向に対して右側に転位する。（1≦ｎ≦9） 

-ｎ ：データの方向に対して左側に転位する。（1≦ｎ≦9） 

取得分類コードに応じて優先順位の高い方ものから 1，2，・・，ｎと記述 

間断区分・・・・・・・・・・間断処理フラグが 1のとき、図面出力において適用される区分 

取得分類コードに応じて優先順位の高いものから 1，2，・・，ｎと記述 

データ数・・・・・・・・・・データタイプによって記述が異なる。 

E1～E6 ：座標数   E7 ：文字数    E8 ：属性数 

E5 は、記号の場合は０，標高点群の場合は点数が入る。 

レコード数・・・・・・・・・当該要素が持つ実データレコード数 

代表点の座標値・・・・・・・図形の代表となる点、記号や注記の指示座標 

E5 ：データ数が 0のとき、その点の座標値 

E7 ：始点座標（横書きでは最初の文字の左下座標、縦書きでは最初の文

字の左上座標） 

属性数値・・・・・・・・・・図形の代表となる数値、等高線や基準点の標高で、mm 単位で記述 

属性区分・・・・・・・・・・利用者が独自に設ける区分で、別途属性区分表にて解説 

属性データの書式・・・・・・属性レコードを持つ場合の、そのレコードに記述されている内容の書式、Fortran

形式で記述 

取得年月・・・・・・・・・・・当該要素が最初に取得された年月、西暦の下 2桁及び月で表現(未入力は"0000") 

更新の取得年月・・・・・・・追加形式でファイルを更新する際に用い、当該要素が修正された年月、西暦の下

2桁及び月で表現（選択項目）(未入力は"0000") 

消去年月・・・・・・・・・・追加形式でファイルを更新する際に用い、当該要素が存在しなくなったことが確

認された年月、西暦の下 2桁及び月で表現（選択項目）(未入力は"0000") 

要素識別番号反復回数・・・・要素識別番号が 4桁を超える場合に用いる。（1～9,999 が 1、10,000～19,999 が

2、20,000～29,999 が 3、・・・・。通常は 10,000 を超えないために 1となる。） 
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付録８ 多言語表記による図式 

変更後 令和元年 12 月 13 日公開時 コメント 

付録８ 多言語表記による図式 付録８ 多言語表記による図式  

第１章 総則 第１章 総則  

第１節 総則 第１節 総則  

（目的） 

第１条 この図式は、作業規程の準則第１０８条に基づき、数値地形図に記載する地名及び施設名の標準的な英

語表記方法の統一、その他、多言語表記の地図における地図記号の適用等の基準を定め、規格の統一を図るこ

とを目的とする。 

 

（目的） 

第１条 この図式は、作業規程の準則第８２条に基づき、数値地形図に記載する地名及び施設名の標準的な英語

表記方法の統一、その他、多言語表記の地図における地図記号の適用等の基準を定め、規格の統一を図ること

を目的とする。 

 

条番号の

整理 
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